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エネルギー技術開発の動向

地球温暖化や化石燃料の有限性など
環境･エネルギー問題の解決は、人間
社会の持続可能な発展のための最重要
課題の1つであり、エネルギー分野に
おける新技術の開発と普及への期待が
高まっています。また、昨年来の経済
危機と相まって、世界各国で新産業の
創生につながる環境・エネルギー政策
が強力に推進されています。産総研は
こうした社会ニーズに的確に応えるた
め、太陽光、風力、地熱、バイオマス
など再生可能エネルギー技術、低炭素
燃料や水素などのクリーン燃料技術、
燃料電池などの高効率エネルギー変換
技術やこれらを横断的に支えるエネル
ギー貯蔵・輸送などの研究開発に精力
的に取り組んでいます。

2050年における二酸化炭素排出量
の大幅な削減目標を達成するために
は、あらゆる新技術を多面的に導入し
た革新的なエネルギーシステムを実現
する必要があります。次ページの図に、
将来のエネルギーシステムのイメージ
を示します。このようなエネルギーシ
ステムを構築する上でキーテクノロ
ジーとなるのが、各種の電池技術です。
ここでは、産総研で進められている「蓄
電池（二次電池）」および「燃料電池」に
関する最前線の研究を紹介します。

エネルギー分野における蓄電池・燃料
電池技術の役割と用途

まず、蓄電池と燃料電池には同じ「電
池」という言葉が使われていますが、
その機能は全く異なります。
「蓄電池」（リチウムイオン電池、ニッ

ケル水素電池、ナトリウム硫黄電池な

どの二次電池）は電力を貯蔵し必要な
ときに電力を取り出して利用するもの
で、大規模太陽光発電や風力発電の出
力平準化用の大容量定置型から、電気
自動車やハイブリッド自動車などの駆
動用電源、身近なところでは携帯電話
やノートパソコン用の電源などに使わ
れています。特に排気ガスや二酸化炭
素を出さない電気自動車用の電池につ
いては、2009年に市販車が市場に投
入されることを受け、世界中で技術開
発が活発化しています。

一方、「燃料電池」（固体高分子形、
固体酸化物形など）は水素などの燃料
を用いて発電するもので、小型ながら
系統電力の平均値並みの高い効率で発
電し、同時に発生する熱も利用するこ
とでさらに高い総合エネルギー利用効
率を達成できる特徴があります。ま
た、燃料として水素以外にも天然ガス
やバイオガス、さまざまな液体燃料ま
で多様な燃料を利用できる利点もあり
ます。工場やビル、あるいは家庭など
の電気と熱を供給する設備や、燃料電
池自動車の電源、パソコンや携帯電話
の電源まで、クリーンで高効率な発電
デバイスとして幅広い利用が期待され
ています。

産総研における蓄電池・燃料電池研究

産総研では多様かつ高度な専門技術
を駆使し、材料・デバイスの開発、反
応・劣化機構などの解析、さらには統
合制御・運用技術まで、幅広い視点か
ら蓄電池や燃料電池の研究に取り組ん
でおり、ユビキタスエネルギー研究部
門、固体高分子形燃料電池先端基盤研
究センター、エネルギー技術研究部門

が中心となって進めています。
ユビキタスエネルギー研究部門で

は、固体高分子形燃料電池や蓄電池を
始めとする新しい小型・携帯・移動体
用のエネルギー供給/電源技術の開発
を目標に、高度な解析評価技術を駆使
して、材料探索からシステム化まで体
系的に取り組んでいます。

固体高分子形燃料電池先端基盤研究
センターでは、主に車載用の固体高
分子形燃料電池の低コスト化を目標
に、燃料電池の基本要素である「電極
触媒」・「電解質」やこれらの中で起こ
る「界面物質移動現象」について、基礎
科学的な視点から取り組み、燃料電池
材料技術のブレークスルーや規格化・
標準化につながる知見の集積を進めて
います。

エネルギー技術研究部門では、ク
リーンな分散電源を中心とした電力・
熱・化学エネルギーの統合的マネージ
メントによる分散型エネルギーネット
ワークの構築や、これを支える固体酸

2
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化物形燃料電池、革新的蓄電デバイス
開発など、総合的なエネルギー技術の
研究を推進しています。

この特集では、
（1）大容量電気化学キャパシタ用炭
素電極材料の開発
（2）ナノ材料を用いた高パワー・高
エネルギー密度二次電池の開発
（3）高エネルギー密度・高出力密度
型電極材料の研究
（4）電子顕微鏡を用いたリチウムイ
オン電池の劣化機構解析
（5）分光学および電気化学的手法を
用いた固体高分子形燃料電池の劣化解
析研究

（6）固体酸化物形燃料電池の発電特
性解析・規格標準化・劣化解析技術の
研究
の研究トピックスを紹介します。ま
た、今回は取り上げていませんが、時
間的に変動する太陽光発電や風力発電
などを効果的に組み合わせて利用する
システムについても基礎的な研究を進
めています[1,2]。

今後、これらの研究を取り入れた革
新的な高性能蓄電池・燃料電池が実現
し、低炭素社会のための新しいエネル
ギーシステムが構築されていくことを
期待しています。

参考文献
［1］安芸 裕久: 産総研 Today, 7(6), 36 (2007).
［2］大和田野 芳郎 他: 産総研 Today, 8(8), 2-11 (2008).
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カーボンナノチューブキャパシタの開発

参考文献
［1］D. N. Futaba et al. : Nat. Mater., 5(12), 987-994 (2006).
［2］O. Kimizuka et al. : Carbon, 46(14), 1999-2001 (2008).

エネルギー技術研究部門
羽
は と り

鳥 浩
ひろあき

章

ハイパワーで長寿命な蓄電デバイス
“キャパシタ”

　風力発電など出力変動の激しい自然
エネルギーの平準化用途、ハイブリッ
ド自動車の電力回生用途など、瞬時に
電気の出し入れができ、交換せずに長
く使えるといった性能を蓄電システム
に求める応用分野が増えています。省
エネルギー・低環境負荷社会の実現に
は、二次電池に大容量化という進化を
求める一方で、その対極の性能ともい
えるパワー特性や寿命特性を極めた蓄
電デバイスも必要不可欠です。電気二
重層キャパシタは、化学反応を伴わな
い仕組みで電気を蓄える、ハイパワー
で高耐久性の蓄電デバイスです。

カーボンナノチューブキャパシタの
可能性

産総研が開発した高純度単層カーボ
ンナノチューブ（SWCNT）の大量合成
法（スーパーグロース法）のような製造
技術の進歩とともに、SWCNT独特の
電気化学特性と優れたキャパシタ電極
性能が明らかになってきました[1,2]。キャ
パシタのパワー密度は、セルを構成す
るさまざまな部材中での、電子とイオ
ンの移動抵抗によって決まります。現
状のキャパシタ電極は活性炭粉末を
シート成型したものであるため、粒子
間の電気抵抗や粒子内の複雑な形状の
細孔によるイオンの拡散抵抗が大きく、
電子とイオンの移動抵抗をこれ以上低
減させるのは困難です。これに対して、
SWCNTの一本一本を空間配列させる
ナノ構造設計によって、抵抗が理想的
に小さい電極、すなわち極めて高パワー
密度のキャパシタを実現することがで

きます。キャパシタの欠点といわれる
エネルギー密度についても、SWCNT
の独特な電子構造に起因した蓄電機構
や、これまでの電極材料に比べて高い
電圧での作動が可能なことから向上が
期待されます。

実用化への取り組み

カーボンナノチューブキャパシタ
の実用化には、SWCNTの工業的な大
量製造技術が必要不可欠です。現在最
も有望な方法として、スーパーグロー
ス法による量産化が検討されていま
す。他方、SWCNT電極のさまざまな

実用的メリットも明らかになってきま
した。SWCNTは繊維状であることか
ら、紙すきの要領でシート化ができる
ほか、スーパーグロース法で合成し
たSWCNTは単純にプレスするだけで
も柔軟な電極シートを与えることがわ
かっています。このSWCNT電極を両
極としたキャパシタセルがすでに試作
されていて、エネルギー密度、パワー
密度において、市販のキャパシタの2
～ 3倍の性能を示しています。

カーボンナノチューブにより実現する
キャパシタ電極の構造

このページの記事に関する問い合わせ：エネルギー技術研究部門　
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（電極積層型セル、3.5Ｖ、40Ｆ）
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ナノテクを用いた高出力型リチウム二次電池の産官学連携開発

はじめに

高出力型リチウム二次電池は地球温
暖化対策効果が大きく、また同時に産
業競争力の向上に貢献するプラグイン・
ハイブリッド車や電気自動車の市場導
入を加速するため、現在世界各国で熾
烈な開発競争が繰り広げられています。
世界的に環境技術への関心が高まる中
で大容量・高出力型のリチウム二次電
池は、エネルギー技術における重要な
イノベーションとなっています。

このような背景の下、私たちの研
究チームは電極材料のナノ化により電
池の高出力化が実現すると考え、これ
まで想定されていなかった活物質サイ
ズ、すなわちナノメートルサイズの結
晶を電極に用いた大容量・高出力型リ
チウム電池の可能性を理論的・実験的
に検証してきました。ここでは電力技
術でのナノテクノロジーの有効性とそ
れらのイノベーションの迅速な産業化
を目的とした産官学垂直連携プロジェ
クトについて紹介します。

ナノテクを用いたリチウム電池の
高出力化

プラグイン・ハイブリッド車用の二
次電池は、エネルギー密度と出力密度
を同時に兼ね備える必要があります。
次世代自動車用高性能蓄電システム
技術開発（NEDOプロジェクト）では
プラグイン・ハイブリッド車用電源の
性能目標値としてエネルギー密度200 
Wh/kg、出力密度2.5 kW/kgを掲げ、
これを実現する要素技術の開発を開
始しました。これは数分程度で現在の
リチウム電池以上の容量を入出力さ

せるスピードであり、電極材料の格段
の高出力化が要求されています。

では、活物質のナノ化により高出力
型電池がどのようして実現するかにつ
いて説明します。活物質中における蓄
電メカニズムは、イオン拡散と電子伝
導による電気化学反応が起因していま
す。活物質内におけるリチウムイオン
の拡散係数を10−13 cm2/s 程度と見積も
ると、厚さ5 nmの活物質をイオンが拡
散する時間はたかだか1秒となります。
ほかの電荷移動過程、例えば電解液中
のイオン拡散や活物質表面の電荷移動、
さらには電子伝導などが十分速ければ
活物質は秒オーダーで充放電できるこ
とになります。さらに、ナノ結晶電極
では、表面物性に起因する擬似容量貯

蔵や量子サイズ効果も考えられます。
これらのナノサイズ効果を利用すれば、
化学量論で予想される理論値以上のリ
チウムを貯蔵できる可能性もあります。
私たちのグループではこのようなナノ
結晶活物質の高出力電極特性を確認す
るため先端的なプロセスを用いてナノ
結晶活物質を合成し、その高速充放電
特性を評価しました。

産官学垂直連携による高出力リチウム
電池の開発

高性能ナノ結晶電極の実証研究を短
時間でイノベーションにつなげること
を目指し、NEDOプロジェクト「低抵
抗・高イオン拡散性ナノポーラス電極
による高出力型2次電池の研究開発」

図1　大容量・高出力型電池への期待
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において長崎大学、産総研、日立マク
セル（株）、富士重工業（株）の4つの参
画機関による垂直連携開発を行いまし
た。この連携開発では大学・産総研で
高出力特性が期待されるナノ結晶活物
質の合成とその電気化学的な特性の評
価を行い、電池メーカーでは得られた
ナノサイズ活物質を用いた電池セルの
試作・評価を行いました。

図2に開発したナノ結晶電極の例を
示します。長崎大学では高出力化が期
待できるメソポーラス構造電極を目的
に、逆オパール構造のチタニア電極の
コロイドテンプレート法による合成に
成功しました。これらの三次元的に連
続した多孔体構造をもつ電極では100 
nmサイズの空孔内は電解液で満たさ
れているため、電極全体にイオンが高
速で拡散できます。また固体部分の厚
さも50 nm程度であるためイオンを
高速で固体内に貯蔵することが可能で
す。これらのメソポーラス電極の電気
化学的な特性を評価したところ、大容
量・高出力型電極として用いることが
可能であるとわかりました。また、産
総研では水熱合成法を用いてナノ結晶

のコバルト酸化物LiCoO2 の合成を行
い、6 nmから27 nmの範囲で活物質
の精密なナノメートルレベルのサイズ
制御に成功しました。さらにこれらの
電極の充放電特性を評価したところ、
微細化するにしたがって高出力化が可
能となり、9 nmサイズの活物質では
100 C＊、すなわちわずか36秒の時間
での充放電が可能でした。これらの実
験結果は数分以内の充放電性能が要求
されるプラグイン・ハイブリッド車の
電池開発に対してナノ結晶活物質の適
用が有効な技術戦略であることを示唆
しています。

次に垂直連携の利点を活かして、こ
れらの基礎研究で明らかとなったナノ
結晶活物質の優れた電極特性の製品へ
の応用可能性を検討するため、電池セ
ルの試作と性能評価を行いました。電
池セル試作試験は日立マクセル（株）が
担当し、標準的な仕様のラミネート型
セルを作製して評価しました。

試作した電池セルでは負極には100 
nmのLi4Ti5O12 電極を用い、正極には
最適な活物質サイズを見出すために、
55 nm ～ 200 nm の 範 囲 の LiMn2O4

ナノ結晶活物質を用いました。正極
LiMn2O4で容量保持率と活物質サイズ
の関係を調べると、活物質の粒子径が
小さくなると1 A/g以上の高速充放電
条件でも十分な容量があり、結果と
して55 nmサイズの活物質が最も出力
特性に優れていることがわかりまし
た。図3に150 nmと55 nmの粒子径を
もつLiMn2O4ナノ結晶電極の放電特性
の電流密度依存性を示しました。リチ
ウムイオンの拡散理論に基づいた計算
では、活物質レベルでは100 nm以下
の粒子径であれば粒子内でのリチウム
イオンの拡散は100 Cの充放電速度に
もおおよそ対応できることになります
が、実際の試作電池セルでの実験結果
からは20 C（図の2.0 A/gに対応）でも
70 mAh/gまで充放電可能な高出力特
性を得られることがわかりました。

図4に、このプロジェクトで試作し
た電池セルの写真を示します。ラミ
ネートセルにおいて既存リチウム二次
電池製品の性能をはるかに超える高出
力特性が得られました。また、製品化
する際に最も重要な特性である充放電
サイクル特性も、高出力条件で10,000

図2　開発したナノ結晶電極 
（a）メソポーラスチタニア（TiO2）と （b） コバルト酸化物（LiCoO2）
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（a）

48 nm

110 nm

10 nm

（b）
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図4　試作電池の写真（左）と充放電サイクル特性（右）

エネルギー技術研究部門
本
ほ ん ま

間 格
いたる

参考文献
・本間 格: Synthesiology, 1(4), 247-258 (2008).
・M. Okubo et al. : J. Am. Chem. Soc., 129, 7444 (2007).
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図3　ナノ結晶電極を用いて試作したリチウム電池セルの出力特性
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サイクル充放電を行った後も容量保持
率約60 ％を示し、既存の電池製品と比
べてもその優位性が確認でき、製品化
に十分耐えうる信頼性があるとわかり
ました。現在、これらのナノ結晶活物
質の革新的物性を活かした高出力型電
池の製品開発が進行中です。
 
＊C：充放電速度の単位。１時間以内に全電

極容量を充放電できる回数を表す。Ｃの値が

大きいほど電流密度が大きい充放電になる。

おわりに

リチウム電池の革新的な電極である
ナノ結晶電極というコンセプトを産総
研が生み出し、基礎研究段階での高出
力特性（従来型電池の数倍以上）を実
現、また電極特性に対するナノサイズ
効果を科学的に明らかにするという基
礎的な研究から、電池メーカーとの連
携によりナノ結晶活物質を活かした高
出力型のリチウム電池の実現可能性の
実証にいたるまで一貫して行いまし

た。これらを蓄電システムのイノベー
ション、産業化へつなげたいと考えて
います。
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高エネルギー密度蓄電池の構築を目指して

蓄電池開発への要求

小型携帯型電子機器の電源として
1990年代に市場に投入されたリチウム
イオン（Liイオン）二次電池は、高いエ
ネルギー密度が特徴です（図1）。モバ
イル機器の利便性の向上に寄与し、技
術の成熟とともに大容量･高出力用途
へ展開され、最近では自動車への搭載
が検討されています。

経済産業省の報告「次世代自動車用
電池の将来に向けた提言（2006年8月）」
において、環境・エネルギー問題に貢
献する電気自動車走行が可能なプラ
グイン･ハイブリッド自動車の普及に
は、現在の1.5 ～ 3倍のエネルギー密度
150 ～ 300 Wh kg−1が必要であると見
通されています。このような要求には
リチウム（Li）系二次電池以外は応えが
たく、また電極の高密度充填による高
エネルギー密度化は限界に近づいてお
り、新しい電極活物質の開発が求めら
れます。さらにその先に目標とする純
電気自動車の実用化に対して要求され
る700 Wh kg−1の実現には、新しい電
池系の構築が不可欠です。

そこでユビキタスエネルギー研究部
門ではポストLiイオン二次電池とし
てLi金属系電池をはじめ大幅なエネル
ギー密度の向上を可能とする蓄電池シ
ステムの構築を目指しています。ここ
ではその取り組みの概要を紹介します。

高エネルギー密度蓄電池材料の研究

電池のエネルギー密度を決定するの
は、主に電極材料です。例えば電池の
エネルギー密度を2倍に向上させるた
めには、電池電圧が不変と仮定すれば
正極･負極とも容量密度をおよそ倍増
する必要があります。既知の電極材料
のうち主要な材料について容量密度を
図2に示しますが、負極材料では金属
系で比較的有望な材料が見出されてい
るものの、正極材料では大幅なエネル
ギー密度向上は難しい状況です。この
ような状況のもとポストLiイオン二次
電池用の材料研究について、当部門の
開発の方向性と現在の状況を図3に示
します。

負極材料については、究極的にエネ
ルギー密度の高いLi金属をはじめとす
る金属・合金系負極をターゲットに設
定しています。Li金属負極は理論値で
は単位質量あたり炭素負極の10倍近

い電気容量が得られるうえ電池電圧も
高いのですが、有機電解液中では樹枝
状析出のため寿命と安全性に問題があ
り、本格的な実用化に至りませんでし
た。そこで後述する新規電解質の「イ
オン液体」を用い、条件は限られます
が比較的平滑なLi表面が得られる可能
性を見出し、97 ％という高い負極充放
電効率を得ました[1]。体積あたりのエ
ネルギー密度が大きい、Liと合金を形
成する金属材料も負極材料として有望
ですが、一般に充放電時の体積変化が
大きく、それに伴う粒子の微粉化によ
る短寿命という問題がありました。そ
の解決のためシリコンとクロム・ニオ
ブなどを5 nm程度の周期で積層し複
合薄膜を形成させる手法により、大容
量・長寿命を実現する新規負極材料を
作製し、十分な容量とサイクル寿命を
実現できることを示しました。

正極材料については、酸化物系に
おいてコバルト・ニッケルの使用量を
減らしコストを削減するため、鉄・マ
ンガン主体の電極材料の開発を行って
います[2]。鉄・マンガン主体の電極材
料は従来の材料より大容量化が可能で

（初期容量～ 300 ｍAh g−1）エネルギー
密度の向上にも貢献できます。また、

図1　各種電池の民生小型電池セルレベルにおける
エネルギー密度比較

図2　主要なリチウム系電池材料の単位重量･体積あたりの容量密度
円は実用材料を、矢印は当研究部門の開発の方向を示す。
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ユビキタスエネルギー研究部門
栄
さかえべ

部 比
ひ か り

夏里

さらなる高エネルギー密度化のため硫
黄系材料の開発も行っています。硫黄
は負極がLiであると仮定した場合はLi
重量も含めて約2200 Wh kg−1 のエネ
ルギー密度を発現しますが、導電性が
悪い・還元生成物が有機溶媒に溶解す
るなど課題があります。そこで通電焼
結法により金属との複合化を図り、将
来の実用化に向けた材料設計を進めて
います。

電池のエネルギー密度増加に伴い、
誤使用時の危険性が増す恐れがありま
す。そのため、可燃性の有機電解液に
代えて、揮発性・可燃性が低く、溶媒
を全く含まず常温で液状である「イオ
ン液体」の適用を検討しています。イ
オン液体のうち融点が比較的高いもの
は柔軟性に富む固体電解質としても期
待できます[3]。

空気電池の開発と電池材料の研究を支
える技術

リチウム−硫黄系電池と並び、超高
容量型電池系である空気電池が知られ
ています。特に二次電池化を指向し、
可逆性で問題となる空気極へのアニオ
ン交換膜の適用による工夫と、セルの
構成の最適化を行っています。

さらに材料研究を支える共通基盤
技術として、電池の劣化過程の詳細な
解析・電池の寿命の加速的評価方法の
開発・材料から小型電池レベルまでの
安全性の調査を、実用電池を意識して
行っています。小型実電池中で所定の
条件での劣化後の電池材料のバルク･
表面の構造や化学的組成の解析など、
多岐にわたる分析を電気化学的特性の
変化と組み合わせて研究を進めていま
す。この分析には放射光施設の最先端
の分析技術の利用とともに部門内のポ
テンシャルを結集し、計算科学や別項

で紹介される透過型電子顕微鏡を用い
た原子レベルでの分析手法を活用して
います。

今後の展開

今年中にLiイオン電池を搭載したプ
ラグイン・ハイブリッド自動車が市場
に投入されることになっております。
実用化に向けては性能のみならずコス
トや安全性の面でのさらなる改善が必
要と考えられます。また、電池の寿命
などの迅速な評価方法も必要となりま
す。材料の研究から特性評価･安全性
評価まで蓄積してきたユビキタスエネ
ルギー研究部門の研究ポテンシャルを
活かし、蓄電池の開発に関する総合的
な研究の展開を進めて、自動車用など
の電池の実用化に貢献したいと考えて
います。

参考文献
［1］松本 一, 栄部 比夏里: AIST Today, 5(3), 28 (2005).
［2］辰巳 国昭: 産総研 Today, 7(11), 12-13 (2007).
［3］松本 一: 産総研 Today, 9(5), 12 (2009).

図3　ユビキタスエネルギー研究部門におけるリチウム系電池材料研究の方向性
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図1　分析電子顕微鏡、走査プローブ顕微鏡による固体高分子形燃料電池の構造解析

10

ユビキタスエネルギーデバイスの構造解析

はじめに

燃料電池、リチウムイオン電池な
どの材料開発において、表面、界面
などの微細構造がその性能を左右す
るため、顕微鏡によるナノ・原子レ
ベルの構造解析が必要となっていま
す。顕微鏡は実空間で微細領域の構
造を観察する最も有力な手法として
さまざまな材料の構造解析に用いら
れています。顕微鏡にはさまざまな
ものがありますが、ここでは主に透
過型電子顕微鏡（TEM）と走査型プ
ローブ顕微鏡の研究成果について紹
介します。TEMでは微細構造の観察
だけでなく、分析技術の進歩により、
ナノ・原子スケールでの組成分析な
どができるようになっています。ま
た、試料作製の困難さはありますが、
実用材料を観察できる利点がありま
す。走査プローブ顕微鏡では表面構
造に対して原子レベルの分解能をも
ち、TEMのように試料を薄膜にしな
くても観察ができ、溶液中での観察
もできる利点があります。

固体高分子形燃料電池の構造解析

固体高分子形燃料電池の実用化に
は耐久性の向上などの問題があり、さ
まざまな動作条件での劣化機構を明
らかにすることが重要です。図1に、
固体高分子形燃料電池の電極触媒に
ついて、分析電子顕微鏡、走査型プ
ローブ顕微鏡で観察した例を示しま
す。TEM観察では電極触媒、電解質
膜、その界面といった低倍率での広範
囲の観察から、各部分の原子レベルの
微細構造まで観察できます。劣化試験
により、触媒微粒子の粒子成長の様子
や、白金（Pt）ルテニウム（Ru）微粒子
の組成変化などを明らかにすることが
できます[1]。また電極触媒層と、電解
質膜の界面付近の電解質膜中に白金が
析出している様子を観察でき、各電極
に供給するガスの種類、電解質膜の厚
さに依存してその析出状態が異なる
ことを見いだしています[2]。走査型プ
ローブ顕微鏡では、白金−炭素触媒モ
デル構造を作製し、表面構造の観察が
行えます。図1右下は高配向熱分解黒

鉛（HOPG）上にPtを析出させた試料の
原子間力顕微鏡（AFM）観察を行った
結果であり、劣化試験前後の同一視野
の像を示します。試験前の像からPt
粒子はステップ周辺に存在し、劣化試
験後にはそのPt粒子の周辺から炭素
の劣化が起こっていることがわかりま
す。[3]

リチウムイオン電池正極材料の構造
解析

リチウム（Li）イオン電池材料の開発
においても、新しい材料開発が必要
となり、表面、界面の微細構造の解
析が重要となっています。ここでは大
容量新規正極材料として期待されて
いる鉄含有リチウムマンガン酸化物

（Li1.2Mn0.4Fe0.4O2）[4] を試料として、走
査透過型電子顕微鏡法（STEM）と電子
エネルギー損失分光法（EELS）を組み
合わせたスペクトラムイメージング法
を用いて、その微細構造とLiイオン
挙動を観察した例について紹介しま
す[5,6]。この材料の各粒子では、層状岩

1
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ユビキタスエネルギー研究部門
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塩型構造を有するLi2MnO3系固溶体と
立方晶岩塩型構造を有するLiFeO2 系
固溶体の2つの酸化物結晶が酸素を共
通の格子として、ナノメートルサイズ
のドメイン（領域）を形成している特異
なナノ構造体であることがわかりまし
た。粒子内には、マンガン（Mn）が高
濃度の領域（緑・青）、鉄（Fe）が高濃度
の領域（黄色）が存在します（図2右上
段）。図2右下段に対応するLiの分布
像を示しています。充電前は、Li濃度
分布は均一ですが、50 %充電後では、
Feが高濃度の領域のLi濃度が著しく
低下しており、Feが高濃度の領域で
最初にLi脱離を起こすことがわかり
ました。100 %充電領域では全体から
Li脱離を起こしていることから、Mn

が高濃度の領域からも、Li脱離を起
こすことがわかりました。LiFeO2 と
Li2MnO3が単体ではそれぞれ電気化学
的に不活性であることを考えると、両
者の固溶体をナノメートルレベルで複
合化することで、電気化学的に活性な
材料となっていると考えられます。

今後の展望
　ナノ・原子レベルの表面・界面の
構造、電子状態の解析から、実際の
電池の性能までを関連付けることは
困難ですが、電池開発研究と材料構
造解析の綿密な連携によって克服で
きるものと考えています。実用材料
に対してどこまで詳細な構造解析が
できるか、また実用材料の観察から、

ポイントとなる要因を抽出し、モデ
ル化してさらなる構造解析を行い、
第一原理計算などによる構造・電子
状態の解析などと合わせて、現象を
理解することが重要です。さらに、
現象の理解だけにとどまらず、得ら
れた知見を材料開発研究にフィード
バックして新たな材料設計指針を示
し、新規材料の開発に貢献したいと
考えています。

参考文献
［1］A. Taniguchi et al. : J. Power Sources, 130, 42–49 (2004).
［2］T. Akita et al. : J. Power Sources, 159, 461–467 (2006).
［3］Z. Siroma et al. : Electrochem. Commun., 7, 1153–1156 (2005).
［4］M. Tabuchi et al. : Chem. Mater, 17, 4668 (2005).
［5］J. Kikkawa et al. : Appl.Phys. Lett, 91, 054103 (2007).
［6］J. Kikkawa et al. : Electrochem. and Solid-State Lett., 11, A183-A186 (2008).

図2　STEM-EELS（スペクトラムイメージング）法の概略と、Li分布測定への応用
充電・放電の各過程（(a) ～ (d)）での、遷移金属元素濃度分布図（右上段図）とリチウム元素濃度分布図（右下段図）
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実用化近づく固体高分子形燃料電池の課題への取組み

はじめに

低炭素社会を目指した環境調和技
術の必要性が高まっています。クリー
ンで高効率な燃料電池の中でも、固体
高分子形燃料電池（Polymer Electrolyte 
Fuel Cell：PEFC）は出力エネルギー密度
が高くコンパクト化できること、動作
温度範囲が70 ～ 80 ℃であることから扱
いやすさや早い起動性といった特徴を
備え、1 W ～数十kWクラスの規模の発
電デバイスとして適用できます。自動
車用途では数十kW級の出力が必要とさ
れますが、それより小さな出力規模と
なる家庭用では1 kW級、携帯機器用で
は数十W級の容量での発電デバイスと
して2009年度にも商用化される予定で
す。この商用化に至るまでの課題とし
て、家庭用では耐久性確保のための劣
化加速試験法の開発、携帯機器用では
その国際標準化、規制適正化などがあ
ります。ユビキタスエネルギー研究部
門では2004年度の部門発足時からこれ
らの課題に対して、NEDO受託研究に
より企業、大学との産学官連携コンソー
シアムなどを設置して進めてきました。
その中での成果例を紹介します。

家庭用固体高分子形燃料電池の耐久性
確保の取組み

ユビキタスエネルギー研究部門で
は、2004年から2007年までNEDO受託
研究「スタック劣化解析基盤研究」で燃
料電池システムメーカー、エネルギー
供給会社、大学からなる産学官連携コ
ンソーシアムで劣化解析基礎研究を進
め、このプロジェクトの取りまとめを
行ってきました。この中では、燃料電
池の当面の目標4万時間の耐久性を1年
以内で見通せる実用的な加速試験法を
確立することを目標としました。プロ
ジェクト開始時に、参画メンバー内で
劣化要因の優先付け、課題の共有化を
図り、一般性のあるPEFCの材料劣化
メカニズムの解明を進めました。その
中で優先的に取り組むべき劣化要因と
して「耐CO被毒性の低下」および「電極
でのフラッディングの進行によるガス
拡散性の低下」を選び出し、これらの劣
化要因を加速させる方法として導入ガ
ス切替試験法を提唱しました。これは
①PEFCのカソードへ空気と窒素を交
互に導入する手法（手法1）、②PEFCの
アノードへ水素→窒素→空気→窒素→

（水素）のサイクルを繰り返す手法（手
法2）です。両手法ともに、カソード触
媒層の担持カーボンの酸化を促進させ、
カーボン表面を水で濡れやすくさせま
す。このため触媒表面に水が滞留しや
すくなり、電極でのガス拡散性の低下
につながります。実際に図1に示すよ
うに電極を100分割した小型電池を用い
て、ガス切替時の電位分布を計測しま
した。図2に手法1でのカソードガス切
替時のカソード高電位の発生およびア
ノードの電位分布を示します。水素雰
囲気のアノード側の上流部分で一時的
に高電位になることが示され、アノー
ド触媒の劣化の可能性も示しています。
図3に示すように手法2のアノードガス
を窒素ガスから水素ガスへガスを切り
替える際、カソード側が部分的に1.5 V
以上の高電位状態になることをセル内
電位分布測定の解析から明らかにしま
した。また、もう1つの劣化要因である

「燃料極での触媒の耐CO被毒性の低下」
については、アノード触媒の白金（Pt）−
ルテニウム（Ru）触媒の金属の結合状態
を、運転過程にあるMEA（Membrane 
Electrode Assembly：膜電極接合体）の

図1　100分割小型電池の構成
左側が断面図。右側が分割セグメントの配置図。

図2　カソードを窒素→酸素とした瞬間のアノード電位分布
アノードは水素を供給。
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定期的なin−situ XAFS計測を行い、燃
料中にCOの有無の発電条件下でアノー
ド触媒層のPt、Ruのスペクトルを計測
し、比較しました。RuはCOの有無で
大きな変化は見られませんが、PtはCO
の有無で変化が見られました。このPt
シグナルの挙動を劣化加速条件で劣化
させたMEAからのスペクトルと参照値
となる標準条件運転過程にあるMEAと
を比較したところ、劣化加速効果が見
られることがわかりました。

このプロジェクトで得られた劣化加
速試験方法で、家庭向けコジェネレー
ション用PEFCスタックの4万時間運転
の耐久性にめどが立ち、2009年度から
の商品化につながっています。

携帯用燃料電池の国際標準化と規制適
正化への取組み

携帯用燃料電池の本格的普及のため
には、安全性や性能などに関する工業標
準化や、流通および利用のために輸送や
持込みなどに関する規制の適正化が必要
です。このため、ユビキタスエネルギー
研究部門では2003年度から2008年度に
NEDO受託研究「メタノール等を燃料と
する固体高分子形燃料電池に関する基盤

技術開発」、「携帯用燃料電池に関する基
盤技術開発」、「新利用形態燃料電池の基
盤研究開発」へ継続的に参画し、携帯用
燃料電池の安全性評価や性能評価の研究
を通して、関係機関との連携を取りなが
らIEC（国際電気標準会議）/TC105（燃
料電池技術）における国際標準化や国連
危険物輸送専門家小委員会およびICAO

（国際民間航空機関）/DGP（危険物パネル）
における規制適正化に取り組んできまし
た。

携帯用燃料電池の安全性や性能の評価
研究では、国内メーカーおよび関係機関
と協力し、メタノールや水素（水素吸蔵合
金）の燃料カートリッジと燃料電池システ
ムの試作品を用いて試験を行い基盤デー
タを取得しました。安全性評価では、輸
送時や使用時のアクシデントを想定した
落下試験などの方法や燃料電池稼働時の
排出特性、メタノールの拡散特性など、
十数項目の評価項目を検討しました（図4）。
性能評価では、起動特性、定格出力特性、
放置発電特性、燃料消費特性や燃料品質
にかかわる燃料不純物特性など、十数項
目の評価項目を検討しました。これら多
岐にわたる評価項目の実施から得られた
基盤データや知見を国内外の審議へ提供
しました。

この結果、規制適正化では、メタノー
ルを燃料とする携帯用燃料電池や燃料
カートリッジが2004年に国連、2005年に
ICAOで承認され、2007年に航空機内へ
の持込みができるようになりました。ま
た、水素（水素吸蔵合金）は同様に2009年
に航空機内への持込みができるように
なりました。ほかには、ギ酸、ボロハ
イドライド、ブタンが持込みできるよ
うになっています。国際標準化におい
ては、安全性では2006年に公開仕様書
IEC/PAS62282−6−1が発行されており、
規制適正化の際の安全性の根拠として引
用されています。現時点では国際規格
IEC62282−6−100の最終国際規格案（FDIS）
の発行準備段階です。性能では2007年
にメタノール燃料を対象とした国際規格
IEC62282−6−200が発行されており、現
時点ではほかの燃料を含めるなどの見直
しの段階にあります。燃料品質やカート
リッジの接続部などにかかわる互換性で
は2009年にFDISが投票により承認され、
メタノール燃料を対象とした国際規格
IEC62282−6−300が6月に発行されました。
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図4　携帯用燃料電池の安全性評価項目のいろいろ
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高効率固体酸化物形燃料電池システムの技術開発

はじめに

固体酸化物形燃料電池（SOFC）は酸
化物イオン導電性を持つY2O3 安定化
ZrO2（YSZ）セラミックスなどを電解
質として用い、高温（700 ～ 1000 ℃）で
運転される燃料電池です。運転温度が
高温のため、材料に対する制約が多い
ものの、ほかの燃料電池と比較してシ
ステム構成がシンプル、多様な燃料に
対応可能、高い発電効率が期待できる
などの特長があります。特に発電効率
については図1に示すようにSOFCと
ガスタービンの組み合わせにより最終
的には60 %を超える発電効率が期待さ
れています。

一方、燃料電池は内燃機関に比べ
てスケールメリットがあまり期待でき
ず、システムの大型化により既存技術
に対する優位性が減ること、多数のセ
ルを組み合わせた大型システムを一気
に開発するのは技術的にも経済的にも
難しいため現状では家庭用、小規模
事業用などの1 ～ 100 kW程度の小型
SOFCシステムの開発が先行しており、
日本では2007年から家庭用システムを
中心にフィールド試験も開始されてい
ます。そのような状況をふまえ産総研
では、システムと材料の両面から以下
のような研究を展開しています。

システム研究

SOFCの早期市場導入を支援する技
術開発を実施するとともに、より高効
率で二酸化炭素排出の少ない次世代型
SOFCについて基礎研究を行っていま
す。前者についてはSOFCセル・スタッ
ク、システム、改質器などの性能評価
方法の研究開発を実施してきました。

セル・スタックの性能計測では図2に
示すようにセル・スタック自体の特性
だけでなく、集電板、ガス供給板など
周辺部材が性能に大きな影響を与える
場合がありますので、このような点に
留意しつつ、インピーダンス計測など
により、セル各部が性能に与える影響、
スタック中の燃料ガス配分状況などが
評価可能な試験手法を開発しました。
システムの性能評価方法ではシステム
の負荷応答に関連し、スタック、改質
器の応答性を解析評価する手法を開発
しました。また、SOFCの燃料である都
市ガスの流量計、組成分析装置を高精
度に校正する手法、10 kW程度のSOFC
システムに対し発電効率を1 %以下の精
度で計測することができる可搬型効率
測定システム（図3）などを開発し、これ
らの成果を利用して現在SOFCセル・ス
タック、システムの性能評価方法につ
いて国内規格、国際規格を整備中です。

より高効率なSOFCシステムについ
ては一般には加圧型SOFCとガスター
ビンのコンバインドサイクルが期待さ

れていますが、実用的なシステム規模
は最低でも1 MW以上と言われている
こと、加圧に伴いシステム出力密度は
むしろ低下しがちであるなど開発には
大きな技術課題があります。そこで、
産総研では現状のSOFC技術をもとに
SOFCシステム内で発生する熱をより
高度に利用することによってSOFCの
一層の高効率化を検討しています。具
体的には、アノードガスリサイクル、
常圧型SOFCと結合可能な熱機関との
組み合わせなどにより排熱の有効利用
を図り、発電効率の大幅な向上を目指
しています。

また、SOFCでは原理的には燃料と
空気の直接混合がないので、発電効率
が大きく低下することなしに二酸化炭
素分離が可能です。そこで、各種二酸
化炭素回収技術、貯留技術とSOFCシ
ステムの適合性についてフィージビリ
ティスタディーを行い、必要な要素技
術の研究開発を実施しています。例え
ば貯留技術については現在開発中の大
規模な地中貯留技術はコスト的に分散

図1　各種発電システムの発電効率 図2　シールレス円盤形セルの出力に対する
集電体の厚みの影響
わずか0.4 mmの集電体の厚さの違いが
20 %程度の出力の違いをもたらす。
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エネルギー技術研究部門
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てるひさ

久

型発電システムであるSOFCに適合さ
せることが難しいため、新たに浅い深
度の帯水層に二酸化炭素を溶解貯留す
る低コスト分散型貯留技術を研究中で
す。

このように産総研では、より高効率
化したSOFCと二酸化炭素回収・貯留
技術を組み合わせ、ゼロエミッション
高効率発電の実現に向けて研究開発を
進めていく予定です。

材料研究：スタックの高耐久性・信頼
性向上に向けた研究

SOFC小型システムの商品化・市場
導入に向けて、スタックの耐久性・信
頼性向上を図ることは、取り組むべき
重要課題の1つです。NEDOの研究開
発「SOFCシステム要素技術開発/信

頼性・耐久性向上に関する基礎研究」
においては、スタックメーカー数社と
大学などが参画したコンソーシアム、
ワーキンググループが形成され、セル・
スタック劣化機構の解明とその対策を
推進しています。産総研は、その取り
まとめを行うとともに、汎用分析法で
は検出できない微量成分の測定、分布
を2次イオン質量分析計（SIMS）などで
検討しています。SOFCは比較的高温
作動のために、構成部材中および空気、
燃料中の微量不純物が電気化学反応活
性点で反応・蓄積し、劣化が進行する
ことが懸念されます。これまで産総研
では、5,000 ～ 10,000時間稼働後の5ス
タックを解体分析し、初めて不純物濃
度レベルを明らかにしました。図4は、
実証研究に供された中温筒状平板形ス

タックの空気極表面における不純物濃
度レベルを示しています。SIMSを適
用することで、これまで見えなかった
ppmレベルでの不純物濃度の反応・蓄
積傾向が明らかとなりました。検出さ
れた不純物としては、Si、Cr、P、Sな
どがセル・スタック構成部材の特定部
位に濃集した現象を観測しています。
化学的な親和性、電極反応、酸素ポテ
ンシャル分布、電流分布などを考慮し
て、長期間に起こる反応と劣化現象、
耐久性を検討しています。通常、不純
物の蓄積は、数千時間稼働させたス
タックでも、多くて数百ppm程度です。
プロジェクトの目標は、電圧の低下率
として10 % /4万時間を見通す技術お
よび250回の起動停止（小規模の発電シ
ステムを想定して）を見通す技術です。
数万時間（5年～ 10年）の耐久性をもた
せるためには、数ppm ～数%というわ
ずかな不純物の反応・蓄積傾向と電気
的な劣化とがどのように相関している
かを解明する必要があります。現在、
電気的な劣化現象と不純物に起因した
化学反応、電極反応などを詳細に検討
するとともに、加速劣化試験法なども
検討しています。

図3　可搬型効率測定システム
（a）可搬型ガスサンプリング装置　（b）可搬型高精度都市ガス流量計    
（c）可搬型精密出力測定器

図4　筒状平板形スタック（実証研究に供されたスタック）の外観、概念図と不純物濃度レベル
（右下の図は各元素の濃度レベルを示した棒グラフで、左4本が実験室での
24時間～ 8000時間耐久試験後の濃度、一番右側の棒グラフが実証機の濃度）

セル・スタックの耐久試験後　解体分析

部材界面概念図

SIMSを適用することで、
ppmレベルの微量元素の
変化をとらえることに成功した

実証機の空気極不純物濃度レベルを初めて測定

・ 向かって左４本の棒グラフが実験室での耐久試験
・ Na、Al、Si、Crなどが、実験室での耐久試験に比べ多い
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川波�肇　
かわなみ はじめ

コンパクト化学プロセス研究セ
ンター
コンパクトシステムエンジニア
リングチーム
主任研究員

（東北センター）

二酸化炭素と水を用いた環境
に優しい物質合成法の研究を
行っています。特に今回の高
温・高圧＋エンジニアリング
技術による急速昇温・急速冷
却法は、今までにない新しい
物質製造法として、幅広い展
開が期待されます。私たちは、
この技術を独自のコンパクト
な分散型適量合成技術へと発
展させ、さまざまな展開をし
ていきたいと考えています。

ることができるようになりました。反応時間は
10秒以内であり、連続反応なので生成物は直
ちに冷却され、生成物などの熱分解反応による
固形物（チャー）の生成も少ないのが特徴です。
しかも、この技術開発により、有機溶媒を使わ
ず水を溶媒として、すばやく簡便に一段階の反
応で高収率・高選択率の環境に優しい製造プロ
セスが実現できたことから、得られるHMFは
特殊な精製をすることなく、そのままでも飲食
料品へ応用することが期待できます。

今後の展開
　今回用いた製造装置をさらに小型化し、省エ
ネルギーのデスクトップファクトリーを実現
し、ハード（反応装置）とソフト（化学反応）の両
面から研究を展開していきたいと考えていま
す。特にこの方法は、HMF以外にもさまざま
な化合物合成に適応できることから、汎用的な
利用を目指して、さまざまな化合物合成へ応用
していきたいと考えています。

安価な糖から生理活性物質HMFを迅速に製造
高温高圧マイクロリアクターにより実現

ヒドロキシメチルフルフラールの連続合成
　メタボリック症候群、高血圧、糖尿病などに
予防効果の期待されるヒドロキシメチルフルフ
ラール（HMF）を、グルコースなどの安価な糖
類から高温高圧の水を用いてすばやく（10秒以
内）高収率・高選択率で簡便に連続合成する技
術を開発しました。この技術は、高温高圧マイ
クロリアクター（図1）を用いて、高温高圧水
と糖類を含む水溶液を瞬時に混合することで、
0.01秒以内の急速な昇温（400 ℃）を可能とし、
さらに、急速な冷却（25 ℃）も実現しています。

急速昇温・急速冷却の実現
　今回開発した高温高圧マイクロリアクターの
概略図を図2に示します。この高温高圧マイク
ロリアクターにより、加熱・冷却の時間を限り
なくゼロに近づけ、必要な温度・圧力そして時
空間を精密に制御することで、副反応や生成物
の分解を大幅に抑えることができます。これ
により、原料のグルコースからのHMFの収率
を70 ％以上、純度80 ％以上で連続的に製造す

関連情報：
● 共同研究者

松嶋 景一郎（北海道立工業
試験場）

● 参考文献 

特開 2007−269766

H. Kawanami et  a l . : 
Angew. Chem. , Int. Ed. , 
46, 5129−5132(2007).

H .  Kawanami et  a l . : 
Angew. Chem. , Int. Ed. , 
46, 6284−6288(2007).

● プレス発表

2009 年 4 月 20 日「 安
価な 糖から生 理 活 性物 質
HMF を迅速に製造」（4 月
21日修正）

図２　高温高圧マイクロリアクターの概略図と温度変化
上図の青線で囲った部分、大きさ：約 10 cm × 15 cm

図１　高温高圧マイクロHMF製造装置
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山崎�裕文
やまさき ひろふみ

 

エネルギー技術研究部門
超電導技術グループ
研究グループ長

（つくばセンター）

1980 年に産総研の前身の電
子技術総合研究所に入所以来、
一貫して、超電導材料・応用
の研究に従事してきました。
低温超電導から高温超電導の
研究に移ってからは、パワー
応用で最も重要な特性である
臨界電流を決める磁束ダイナ
ミクスや磁束ピン止め機構の
研究、薄膜限流素子の研究な
どを行っています。20 歳を過
ぎた高温超電導体を何とかし
て実用化させたいと、日々努
力しています。

分散電源の大量導入を可能にする新電力素子を開発
短絡電流を瞬時に抑制する低損失超電導薄膜限流素子

開発の背景
　近年、電力の自由化や環境負荷の軽減の観点
から、コジェネレーション・風力発電などの分
散電源が既存電力系統に数多く連系されつつあ
り、それに伴って、電力系統に発生する事故電
流（短絡・地絡）も増大しています。限流リアク
トルの設置や、変圧器の高インピーダンス化な
どの対策がなされていますが、平常時の系統電
圧の変動が大きくなって系統の安定性を損なう
おそれがあるため、平常時は低インピーダンス、
系統事故時は高インピーダンスとなって瞬時に
事故電流を抑制する限流器の導入が期待されて
います。

事故電流を瞬時に抑制する超電導薄膜限流素子
　超電導を用いた限流器は、通常時はゼロ抵抗
で、ある決まった電流（臨界電流）以上の過電流
が流れた時には高抵抗となって過電流を瞬時に
抑制する機能をもちます。私たちは、その中で
もコンパクトで低損失な超電導薄膜限流器の開
発を進めてきました。
　超電導薄膜限流素子の技術的な問題点とし
て、最初に超電導状態から常電導状態に転移し
た部分で局所的に温度が急上昇して薄膜が焼損
するホットスポット現象があります。私たちは、
これまで用いられていた純金よりも１桁近く抵
抗率の高い金銀合金を超電導薄膜に蒸着して分
流保護層とし、かつ、安価な無誘導巻抵抗を並
列接続する構成によってホットスポットを防止
する素子を提案しました。超電導薄膜の抵抗を

高く保ったことから、これまでの素子と比較し
て単位長さ当たりに許容される電圧（許容電界）
を4倍以上にできました。必要とされる超電導
薄膜の長さが4分の1以下になるため、限流器
のコストを大きく低減できます。大容量化の技
術開発の一貫として、当所の先進製造プロセス
研究部門で開発した塗布熱分解法（MOD 法）で
作製した20 cm長の高温超電導薄膜を用いて、
500 V/200 A 級の素子モジュール（図1）を開発
しました。図1では省略していますが、ホット
スポット対策のため小容量の市販コンデンサー
を並列接続しています。液体窒素で冷却された
素子は、237 A（実効値）の電流を電気抵抗ゼ
ロで流すことができました。高電圧をかける限
流試験を行ったところ、限流素子がなければ 
2.26 kAになる事故電流を瞬時に1/3以下に抑
制し、わずか 20 cm長にもかかわらず 500 V 
以上の高電圧で5サイクル通電ができました（図
2）。この高電界型（>30 V/cm）モジュールを8
つ直列につなげば、実用規模の3相6.6 kV/200 
A 級限流器の1相分を製作できます。
　
今後の展開
　今回の成果によって、低コスト・コンパクト・
低損失で、高速応答する超電導薄膜限流器実現
の見通しが得られました。しかし、さらなる大
容量化や機器運用上の課題が未解決ですし、直
流利用など新たな適用箇所も考えられます。今
後、民間企業などとの共同研究を行い、これら
の課題を解決していきたいと考えています。

関連情報：
● 共同研究者

新井 和昭、海保 勝之、中
川 愛彦、相馬 貢、近藤 和吉、
山口 巌、松井 浩明、熊谷 
俊弥、名取 尚武、樋口 登（産
総研）

● 参考文献

K. Arai et al.: IEEE Trans. 
Appl .  Supercond . ,  in 
press.

● プレス発表

2009 年 5 月 11 日「分散
電源の大量導入を可能にす
る新しい電力素子を開発」

● 特許出願情報

＊特許出願中。特願 2006
− 528496（ 外 国 出 願
３ 件 ）、 特 願 2007 −
127740、 特 願 2007 −
215528、 特 願 2009 −
111809

図１　500 V/200 A 級超電導薄膜限流素子モジュール 図２　短絡発電機を用いた限流試験結果
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福田�大治
ふくだ だいじ

計測標準研究部門
光放射計測科　レーザ標準研究室
研究員

（つくばセンター）

レーザーのパワーやエネル
ギー標準に関する研究開発・維
持供給を担当しています。産
業界に直結した標準供給を行
う一方、単一光子レベルの微
弱光を測定対象とした高度光
計測技術の開発にも挑戦中で
す。この技術を、新たな産業
の育成や次世代標準へと展開
することを目指しています。

移領域を利用したTES温度計で検出します。
TESの抵抗変化は入射光パルスのエネルギー
に比例するため、入射光子の波長特性（分光特
性）、あるいは単一波長の光パルスに対しては
光子数が同定できることになります。従来型の
TESでは応答速度が遅いことが欠点でしたが、
産総研独自の高い超伝導臨界温度をもつ超伝導
薄膜や光吸収構造を用いることで、高速性や高
量子効率を実現しています。図2は、単一波長
の弱コヒーレント光の光子数分布を測定したも
のです。各ピーク群は超伝導薄膜で吸収した光
子数に相当し、光子数状態を明瞭に分離するこ
とに成功しています。

今後の展開
　光子数識別技術は、単一光子源や相関二光子
源の光子分布を直接評価することができ、量子
効率などの次世代標準やレーザーパワー標準の
高度化にきわめて重要な役割を果たします。さ
らには光子数に基づくSI単位カンデラ（Cd）の
定義の書き換え[3]などへの展開も、海外の計量
標準研究機関で取り組まれています。光子数識
別技術は、光の量子状態を自由自在に操るため
に必要な技術の1つです。そのため、現在の情
報通信網への技術革新や絶対安全な通信システ
ムの構築にも大きな役割を果たすと期待されて
います。

超伝導転移端センサーによる光子数識別技術
計測標準の高度化や量子情報通信の究極的な安全性につながる技術

背景
　光の強度を単一光子レベルの微弱光にまで弱
めると、光のもつ量子的な性質が現れ始めます。
この光子のもつ量子的な性質を利用すると、究
極的な安全性をもつ通信（量子暗号通信）や超高
速・大容量情報通信（量子情報通信ネットワー
ク）などが可能になると考えられています。ま
た、生体蛍光試料からの時間相関単一光子計数
による蛍光寿命測定や、レーザー環境計測によ
る大気・汚染物質観測などでは、単一光子レベ
ルの微弱な光子を検出することで究極的な感度
が実現できます。
　このように、微弱光を高度に計測できる単一光
子計測技術、およびその性能である量子効率や時
間ジッタ、光子数分解能などを校正・評価する技
術は、産業上で重要な技術課題です。この実現に
向け、産総研では、光パルス中の光子数を高い精
度で測定可能な超伝導現象を利用した光子数検出
器の開発を行っています[1 , 2]。

超伝導転移端センサーによる光検出器
　超伝導現象を用いた光検出技術の代表例と
して、ここでは超伝導転移端（TES; Transition 
Edge Sensor）による光検出器を紹介します。
TESは、光パルスのエネルギーを熱として検
出する測定器の1つです。図１のように吸収体
で吸収された光エネルギーを、超伝導体の転

関連情報：
● 共同研究者

雨宮 邦招、沼田 孝之、座
間 達也、佐藤 泰、吉澤 明男、
土田 英実、藤野 英利、石井 
裕之、板谷 太郎（産総研）、
藤井 剛（産総研、日本大学）、
井上 修一郎（日本大学）、
佐々木 雅英（情報通信研究
機構）、枝松 圭一（東北大学）

● 参考文献

[1] D. Fukuda et al. : J. 
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[2] D. Fukuda et al . : 
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●  用語説明

量子効率：単一光子が検出
器に入射した時、それが応
答出力として検出される確
率。

時間ジッタ：光子の検出器
への入射時刻に対する出力
信号時刻の揺らぎ。

光子数分解能：光子数ピー
クを正しく分離・検出でき
る能力を示す指標。

図1　超伝導転移端センサー (TES) による光子数識別
器の模式図（上）TESの応答信号例（下）
光パルスのエネルギーE は吸収体で熱に変換され、こ
の温度上昇が TES で検出される。TES の信号の波高
値は、E に比例する。

図２　波長850�nmの弱コヒーレント光パルスを測定
した時の検出応答信号の波高スペクトル
光パルスのエネルギーは、単一光子のエネルギー (1.46 
eV) で離散化されているため、分布は検出器で吸収さ
れた光子数に応じてピーク状となる。nは光子数を表す。
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質量分析法の限界を克服する新技術
同一の質量電荷比で価数が異なるイオンの識別に成功

志岐�成友
しき しげとも

計測フロンティア研究部門
超分光システム開発研究グループ
研究員

（つくばセンター）

東京大学博士課程を中退後、
理化学研究所、大阪電気通信
大学を経て 2006 年に産総研
に入所。以後、超伝導トンネ
ル接合検出器を用いた質量分
析装置や蛍光エックス線分析
装置の開発に従事しています。

等核二原子分子イオン化断面積の謎
等核二原子分子は最も単純な構造の分子で、

窒素分子、酸素分子など、なじみの深いものば
かりです。これらの分子が電子や光の照射でイ
オン化される際には、分子の一価イオンに加え
て多価イオンも生成されます。等核二原子分子
のイオン化断面積は、プラズマや惑星高層大気
での化学反応の理解、電離真空計の校生に欠か
すことのできない量です。イオン化断面積を測
定する際には、質量分析法を用いてイオンを分
離し、イオン種ごとに生成量を測ります。とこ
ろが、質量分析は実際には質量を測定している
のではなく質量をイオンの価数で割った質量電
荷比（m/z）に応じて分子などを分離分析する計
測技術です。このため、14N2

2+や16O2
2+といった

分子の二価イオンは、原子の一価イオンとm/z
が全く同じであるため測定することができませ
んでした[1]。

超伝導トンネル接合検出器を用いた質量分析装置
　私たちのグループでは、従来型質量分析法の
限界を突破するために、超伝導現象を利用して
分子の運動エネルギー計測を行う先端計測機器
の開発を行ってきました。その一例として、二
重収束型質量分析と超伝導検出器を組み合わせ

た計測機器があります[2]。この機器では、3 kV
の電圧でイオンが加速されるため、一価イオ
ンと二価イオンでは運動エネルギーが2倍異な
ります。keV領域で個々のイオンの運動エネル
ギーを正確に測定できれば、14N2

2+ と 14N+（m/
z=14）などを分離分析できます。既存の固体検
出器では数keVのイオンの運動エネルギー計測
は不可能ですが、0.3 Kに冷却された超伝導ト
ンネル接合検出器を用いると測定できます [3]。
今回、イオンの飛行経路からの室温黒体放射を
反射し、粒子が透過できるフィルターを開発し
ました[4]。これにより、室温で発生したイオン
を0.3 Kの超伝導検出器で安定的に検出できる
ようになりました。限界突破の例として、窒素
分子と酸素分子の二価イオンと原子の一価イオ
ンを分離し、イオン化断面積を測定することに
初めて成功しました[5, 6]。

今後の展開
今回開発した技術により、今まで質量分析が

不得意としている混合サンプルの多価イオン分
析や、エレクトロスプレーイオン化法によるタ
ンパク質の分子同定、抗体の分析、さらに中性
粒子の直接質量分析への活用が期待されます。
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● この研究は独立行政法人 
科学技術振興機構 先端計測
分析技術・機器開発事業「質
量分析用超高感度粒子検出技
術」の一環として行われたも
のです。

図１　超伝導トンネル接合検出器を用いた質量分析装
置の模式図（上）と粒子透過赤外線反射フィルター（下）
粒子透過赤外線反射フィルターを用いると、室温黒体
輻射（ピーク波長 10 µm）を防ぐことができる。
下図はフィルターの走査電子顕微鏡写真と分光透過率。

図２　（a）�通常の質量スペクトル�（b）�一価イオンの質
量スペクトル�（c）�二価イオンの質量スペクトル
大気をサンプルとし、電子衝撃イオン化（70 eV）によっ
てイオン化した時の質量スペクトルを示す。各質量ピー
クに含まれる一価イオンと二価イオンの割合が測定で
きる。
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Patent Information のページ
では、産総研所有の特許で技術
移転可能な案件をもとに紹介
しています。産総研の保有す
る特許等のなかにご興味のあ
る技術がありましたら、知的
財産部門、産総研イノベーショ
ンズまでご遠慮なくご相談下
さい。

産総研イノベーションズ
（経済産業省認定 TLO）
〒 305-8568
つくば市梅園 1-1-1
産業技術総合研究所
つくば中央第 2
TEL.：029-861-9232
FAX：029-862-6159
E-mail：aist-innovations
                 @m.aist.go.jp

健康分野へ応用可能な包接機能の新材料
 (1→4)−β−グルコシド型糖鎖からなる新規ゲル構造体

特許 第3968428号
（出願2003.1）

　　　　
　　　　　　　　
研究ユニット：

健康工学研究センター

適用分野：
●健康分野（薬物の担持・徐
放、有害物の捕捉・無害化）
●食品分野（味や香りの調
節）

目的と効果
　人体に安全でかつ包接機能を示す物質は、生
体内での薬物の徐放制御や有害物の捕捉・無害
化、さらには食品中の味や香りの調節などで高
い関心がもたれています。シクロデキストリン
はそのような分子としてよく知られています
が、私たちは（1→4）−β−グルコシド型糖鎖骨
格からなる天然由来のキシログルカンが、ある
種の低分子を介してゲル化することを発見しま
した。この水性ゲルは、低分子を包接した積層
型のナノ構造をもつと考えられることから、そ
の高い包接機能を活かして、今後、健康や機能
食品分野において広範な応用が期待されます。

技術の概要、特徴
セルロースと類似の（1→4）−β−グルコシド

型主鎖構造をもち、側鎖がキシロースあるいは
ガラクトースからなるオリゴマーで修飾され
たキシログルカン（XG；図左上）は、セルロー
スと異なり水溶性を示します。この水溶液に、
XGのセルロース骨格と水素結合やファン・デ

ル・ワールス相互作用が可能な平面型の色素分
子、例えばコンゴーレッド（CR）を少量添加す
ると容易にゲル化することを見いだしました。
このゲル（XG=0.75 %、CR=0.5 %）を小角X線
散乱法で解析すると、5個のXG糖鎖がその分子
間にCRを包接して積層した板状構造モデル（図
右）と一致することがわかりました。この積層
数はXGやCRの濃度で変えることができます。

発明者からのメッセージ
キシログルカンの側鎖構造を分子設計するこ

とにより、多様な低分子を包接できる水性ゲル
構造体を構築することが、これからの課題です。
包接される低分子は、側鎖との水素結合と主鎖
骨格との分子間力の要件を満たすものであれば
よく、シクロデキストリンと比較してサイズ的
な制限は小さいことから種々の水性ゲル構造体
の創成が可能であると予想されます。XGは種
子由来の天然多糖類で安全であることから、こ
の包接機能を活用した応用が期待されます。

新規糖鎖ナノ構造体
キシログルカン（XG）とコンゴ―レッド（CR）の分子構造、および小角X線散乱法から得たナノ構造モデル

XG

CR

水素結合 ファン・デル・ワールス力

NH2 NH2
N=N

SO3－Na+SO3－Na+

N=N
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知 的 財 産 権 公 開 シ ス テ ム
（IDEA）は、皆様に産総研が
開発した研究成果をご利用い
ただくことを目的に、産総研
が保有する特許等の知的財産
権を広く公開するものです。

IDEA
産総研が所有する特許
のデータベース
http://www.aist.go.jp/
                   aist-idea/

目的と効果
液晶性分子は流動性と配向性を併せもつた

め、分子の向きがある方向にそろった薄膜など
を容易に作製することができます。近年、共役
系ポリマーと同程度の有効共役長をもったオリ
ゴマーが光電子機能材料として注目されていま
すが、このようなオリゴマーによって形成され
る液晶は、オリゴマー骨格上に非局在化した電
子の構造だけでなく、分子の向きや液晶相の構
造によって光電子物性を制御できる高機能性材
料として期待されています。この発明は、ベン
ゼン環とアセチレン（三重結合）を交互につな
いだフェニレンエチニレン系オリゴマーにおい
て、液晶性を示す化合物を提供します。

技術の概要、特徴
オリゴマー骨格はカップリング反応（ソノガシ

ラ反応）によって容易に形成することができま
す。反応にはヨードベンゼン化合物とアセチレ
ン化合物を用いますが、これらは既存の文献の
方法に従って合成することができます。この発
明のオリゴマー液晶化合物は、図の合成スキー

ムに従って収率よく合成できます。この発明に
おいて、液晶化合物が最も流動性の高いネマ
チック相のみを形成するのは特徴的です。化合
物1は143 ～ 210 ℃の温度範囲で液晶相を形成し
ます。化合物2の液晶相は、100 ～ 137 ℃と、化
合物1よりも低い温度範囲で形成されます。液
晶相形成の温度は末端鎖の長さなどによって制
御することができます。

発明者からのメッセージ
液晶性オリゴマー化合物を合成する際、側方

アルキル鎖の選び方は重要なポイントです。側
鎖が短すぎると、化合物の有機溶媒に対する溶
解度が低くなってしまい、精製が困難になりま
す。また、液晶相を形成する温度が高くなり、
分解してしまう場合もあります。側鎖が長すぎ
ると、液晶相が消失することが予想されます。
側鎖の長さだけでなく、数や位置も液晶相形成
の重要な因子です。フェニレンエチニレン系オ
リゴマーの骨格は直線的であるため、分子設計
上のよいモデルと考えています。

共役系オリゴマー液晶
液晶性と光電子物性を併せもった有機化合物

特許 第3968434号
（出願2003.4）

研究ユニット：

ナノテクノロジー研究部門

適用分野：
●有機デバイス
●光電子機能材料
●有機半導体材料

化合物1、2の合成スキーム

 

R2 R3

R1

Pd（PPh3）Cl2, Cul

1： R1 = C4H9, R2 = R3 = C2H5
2： R1 = C8H17, R2 = R3 = C2H5

R2

R2R2

R2

R2

R2

R2

R1R1

R3

R3

R3

piperidine
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がありましたが、感度や分析上の妨害の点で必
ずしも満足のいくものではありませんでした。
産総研では、従来からガスクロマトグラフ（GC）
と誘導結合プラズマ質量分析計（ICP−MS）とを
オンラインで結合したGC/ICP−MS装置による
微量元素の化学形態別分析法に関する研究を
行っており、2005年から経済産業省委託「エネ
ルギー・環境技術標準基盤研究事業」において、
0.01 ～ 10 ppmの硫黄の化学形態別分析方法の
標準化に必要な実験を行ってきました。このた
び、標準化に必要なラウンドロビンテストなど
を行い、所期の目標であった感度、精度が得ら
れることを確認し、標準仕様書（TS K 0013）「ガ
スクロマトグラフィー /誘導結合プラズマ質量
分析法による灯油中硫黄化合物の定量方法」と
して公表しました。また、この分析方法によっ
て、さまざまな脱硫プロセスにおける硫黄の化
学形態を明らかにし、効率的な脱硫方法の開発
に資することを示しました。分析方法および脱
硫方法の詳細については、参考文献［1］および

［2］をご参照ください。

灯油中硫黄の高感度化学形態別分析方法
燃料電池用燃料の精製方法の開発に威力を発揮

22

開発の背景
灯油は、家庭用燃料電池の燃料としての利用

が期待されています。しかし、市販されている
灯油をそのまま使うと、不純物として含まれる
硫黄のため、燃料電池の触媒の性能が低下して
長く使用することができません。燃料電池の発
電性能を維持するためには、灯油中の硫黄を質
量分率で0.05 ～ 0.1 ppm以下に脱硫することが
望ましいといわれています。現在、種々の脱硫
技術が試みられていますが、灯油中の硫黄はさ
まざまな化学形態として存在し、しかも化学形
態によって精製される程度が大きく異なるた
め、それぞれを精確に測れないと、脱硫技術を
完成させることができません。逆に、化学形態
別に高感度に測定できる方法があれば、脱硫技
術を効率的に開発することができるようになり
ます。

硫黄の化学形態別分析法の標準化
これまで硫黄の化学形態別分析方法に関する

規格としては、米国規格であるASTM D 5623

灯油の各精製段階で検出される硫黄のクロマトグラム
（市販灯油の硫黄分が約 7 ppm のものを使用）

田尾 博明
たお ひろあき

環境管理技術研究部門
研究部門長

（兼）計測技術研究グループ
研究グループ長

（つくばセンター）

1982 年 に 工 業 技 術 院 公 害
資源研究所に入所以来、ICP
発光法や ICP 質量法（ICP −
MS）による微量元素の分析
方法の開発を行ってきました。
1992 年にカナダ NRC 環境
化学研究所で在外研究を 1 年
間行いました。ここ 10 年近
く は、GC と ICP − MS を 結
合させた装置の開発と、これ
を用いた元素の化学種分析法
の研究を進めています。本標
準化もその一環として実施し
ました。
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関連情報：
●参考文献

［1］田尾 博明 他：分析化学 , 
56, 333 − 347 (2007).

［2］      H.Tao et al. : Fuel,  
88 (10), 1961 − 1969 
(2009).
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までに多くの海底堆積物の物性に関する研究で
この方法が使用され、熱伝導率が計測されてい
ます。しかし、熱容量と熱拡散率については報
告例がほとんどありません。そこで、ニードル
プローブで得られた温度データの性質を詳しく
調べ、逆解析により海底堆積物の熱伝導率、熱
容量および熱拡散率を同時に推定する方法を考
案しました。この方法を統合国際深海掘削計画

（IODP）第301次航海においてカナダの太平洋側
沖合のファンデフーカ海

かいれい

嶺東翼部で回収した海
底堆積物コア試料に適用し、3つの熱物性を同一
測定点で同時に推定することに初めて成功しま
した。さらに得られた熱物性データから、泥質
および砂質堆積物の熱物性の間（熱伝導率−熱容
量、熱伝導率−熱拡散率）の関係を明らかにし、
これまで数多く計測されてきた熱伝導率から熱
容量および熱拡散率を推定することが可能にな
りました。

今後、他の海域で海底堆積物を採取し熱物性
を計測してデータを蓄積するとともに、温度構
造モデリングに活用し、より精度の高い海底下
温度構造履歴を推定することによって、わが国
周辺海域の堆積盆における燃料資源ポテンシャ
ルの推定に貢献していきたいと考えています。

海底堆
たいせき

積物の熱物性を推定する方法の開発
堆積盆における燃料資源ポテンシャルの推定を目指して

海底堆積物の熱物性の重要性
燃料資源探査において、堆積盆評価は燃料資

源ポテンシャルの推定と新規探鉱候補域の選定
に重要な役割を果たします。この評価の中では、
有機物の埋没、熟成、炭化水素の移動および集
積過程の評価が重要で、有機物の熟成時期やそ
の空間的な広がりを推定するためには地下の温
度構造とその履歴を温度構造モデリングによっ
て推定する必要があります。それには岩石・堆
積物の熱物性が計算の重要な条件となります。
今回、海底堆積物の熱伝導率の測定に一般的に
用いられている「ニードルプローブ法」を用いて
3つの熱物性（熱伝導率、熱容量および熱拡散率）
を同時に推定する方法を考案しました。

推定方法の開発
海底堆積物の熱物性は、海底から採取した試

料を用いて計測します。今回、熱物性の計測に
用いたニードルプローブ法は、温度センサーと
ヒーター線を封入した細い針（ニードルプロー
ブ）を堆積物にさし込み、数分間連続的に加熱し
たときのニードルプローブの温度変化から熱伝
導率を計測する方法です。この方法は、柔らか
い試料の熱伝導率の計測に適しています。これ

後藤 秀作
ごとう しゅうさく

地圏資源環境研究部門
燃料資源地質研究グループ
研究員

（つくばセンター）

地球熱学が専門です。海底下
の温度計測や数値シミュレー
ションにより堆積盆の温度構造
や流体移動による熱移動の研究
を進めています。この研究を日
本周辺海域の堆積盆評価に適用
することで、燃料資源探査の基
礎データとなる燃料資源ポテン
シャルの推定を進めていきたい
と考えています。

ファンデフーカ海嶺東翼部の海底堆積物の熱伝導率−熱容量および熱伝導率−熱拡散率の関係
赤が泥質堆積物、青が砂質堆積物の熱物性の関係を示す（Goto and Matsubayashi （2008）の結果を基に作成）。

関連情報：
●共同研究者

松林 修（産総研）

●参考文献

S. Goto, O. Matsubayashi: 
Journal of Geophysical 
Research,113(2008).

後藤 秀作 , 松林 修：地圏資
源環境研究部門十大ニュー
ス 2008(2009).
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独立行政法人産業技術総合研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ . 役員報酬等について	
	 	 	 	 	 	 	 	
						1.	役員報酬についての基本方針に関する事項	 	 	 	 	 	 	 	
	　			①	平成 20 年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

理事長の業績反映額は、経済産業省独立行政法人評価委員会（評価委員会）の業績評価を踏まえて、次の算式により決定する。
業績反映額＝月例支給額× 2.45 ×（以下に定める当該年度の評価結果に即した割合）
評価委員会の業績評価	　　　　　　　割合	
　　ＡＡ評価	　　　　　　　　100 分の 150 以内	
　　Ａ評価	　　　　　　　　　100 分の 125 以内		
　　Ｂ評価	　　　　　　　　　100 分の 100	
　　Ｃ評価	　　　　　　　　　100 分の 50		
　　Ｄ評価	　　　　　　　　　100 分の 0	
（参考）評価結果に即した割合の平成 20 年度実績値
理事長　1.00　　　　理事　1.00　　　　監事　1.00　　

　　②	役員報酬基準の改定内容
法人の長　月例支給額及び業績反映額の改定により、年間総額は、前年度比△ 860,160 円（△ 3.66	％）
理事　月例支給額及び業績反映額の改定により、年間総額は、前年度比△ 15,650 円（△ 0.09	％）
理事（非常勤）　特になし
監事　月例支給額及び業績反映額の改定により、年間総額は、前年度比△ 32,930 円（△ 0.24	％）
監事（非常勤）　特になし

	 		
						2.		役員の報酬等の支給状況

注1：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
								退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

役名
平成 20 年度年間報酬等の総額 就任・退任の状況

前職
報酬（給与） 賞与 その他（内容） 就任 退任

法人の長
千円

23,397	

千円

17,612	

千円

5,785	

千円

0	（　　　　）
平成 21 年 3 月 31 日 ※

A理事
千円

19,278	

千円

14,716	

千円

4,539	

千円

24（通勤手当）
※

B理事
千円

17,266	

千円

13,520	

千円

3,659	

千円

86	（通勤手当）
＊

C理事
千円

6,503	

千円

4,507	

千円

1,997	

千円

0	（　　　　）
平成 20 年 7 月 27 日 ◇

D理事
千円

10,700	

千円

9,209	

千円

1,406	

千円

84	（通勤手当）
平成 20 年 7 月 28 日 ◇

E理事
千円

18,486	

千円

13,520	

千円

4,409	

千円

556	（通勤手当）
※

F理事
千円

18,530	

千円

13,520	

千円

4,409	

千円

600	（通勤手当）	
＊※

G理事
千円

17,886	

千円

13,427	

千円

4,409	

千円

49	（通勤手当）
※

H理事
千円

17,930	

千円

13,520	

千円

4,409	

千円

0	（　　　　）
※

I 理事
千円

18,215	

千円

13,520	

千円

4,409	

千円

285	（通勤手当）
※

J理事
千円

15,678	

千円

13,520	

千円

2,133	

千円

24	（通勤手当）	
平成 20 年 4 月 1 日 ※

K理事
千円

16,072	

千円

13,520	

千円

2,133	

千円

50	（通勤手当）	
369	（単身赴任手当）

平成 20 年 4 月 1 日 ※

L理事	
（非常勤）

千円

1,740	

千円

1,440	

千円

300	

千円

0	（　　　　）
平成 20 年 4 月 1 日

A監事
千円

13,959	

千円

10,406	

千円

3,354	

千円

199	（通勤手当）	
平成 21 年 3 月 31 日 ＊

B監事
千円

14,593	

千円

11,506	

千円

2,961	

千円

127	（通勤手当）
＊
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区分 支給額（総額） 法人での在職期間 退職年月日 業績勘案率 摘　　要 前職

法人の長
千円 年 月

該当者なし

理事A

千円 年 月

平成19年3月31日 0.9
支給額（総額）は、独立行政法人評価委員会により決定された業績勘案
率を用いて、下記（※）の計算式により得られた額である。
※退職手当支給額	＝	月例支給額	×	在職期間	×	支給率（12.5/100）	×	
業績勘案率

＊※
7,438	 4 0

理事B

千円 年 月

平成19年7月30日 0.9
支給額（総額）は、独立行政法人評価委員会により決定された業績勘案
率を用いて、下記（※）の計算式により得られた額である。
※退職手当支給額	＝	月例支給額	×	在職期間	×	支給率（12.5/100）	×	
業績勘案率

＊
8,982 4 11

理事C

千円

7,097

年

5

月

0

平成20年3月31日 −

支給額（総額）は、下記（※）の計算式により得られた額である。但し、
独立行政法人評価委員会により決定される業績勘案率が未確定である
ため、業績勘案率の決定後に追加支給される退職手当額は含まれてい
ない。
※退職手当支給額	＝	月例支給額	×	在職期間	×	支給率（12.5/100）	×	
業績勘案率（暫定率1.0）

＊※

理事D

千円

1,394

年

2

月

0

平成20年3月31日 1.0

支給額（総額）は、独立行政法人評価委員会により決定された業績勘案
率を用いて、下記（※）の計算式により得られた額である。但し、平成
21年3月に決定された業績勘案率を受けた追加支給は平成21年度になさ
れたため、支給額（総額）には追加支給を含まない暫定退職手当額を記
載している。
※退職手当支給額	＝	月例支給額	×	在職期間	×	支給率（12.5/100）	×	
業績勘案率

＊※

理事A
（非常勤）

千円 年 月

該当者なし

監事A
千円 年 月

該当者なし

監事A
（非常勤）

千円 年 月

該当者なし

				3.	役員の退職手当の支給状況（平成20年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

Ⅱ .	職員給与について
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
				1.	職員給与についての基本方針に関する事項	 	 	 	 	 	 	 	
						①	人件費管理の基本方針
										　第 2期中期目標期間中の人件費総額見込み内において管理する。
　　　　	総人件費に対して、管理部門の人件費が占める割合を引き下げる。	 	 	 	 	 	
						②	職員給与決定の基本方針	 	 	 	 	 	 	 	 	
									ア	給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方	 	 	 	 	 	 	 	
													独立行政法人通則法第63条を基本として、人事院給与勧告等を考慮し決定。	 	 	 	 	 	 																						
									イ	職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方	 	 	 	 	 	 				
													毎年度行う短期評価（目標設定管理型）と一定の評価対象期間を経て行う長期評価からなる評価制度により業績評価を実施する。短期評価の結
　　　　果は、賞与の一部である業績手当に反映。長期評価の結果は、昇格、昇給により俸給等に反映。
　　　　（参考）個人評価制度について
　　　　個人評価制度は、職員の意欲向上と、目標設定を通じた職員間の意思疎通を図るとともに、職員が課題を認識することによって、組織全体の
　　　　パフォーマンスの向上を図ることを目的として設けられたもの。

給与種目 制度の内容

賞与：勤勉手当
（査定分）

短期評価の結果を次年度の賞与に反映。業績手当の額は、評価期間の属する3月31日における基準給与等を基礎額と
して100分の50から100分の200（特定職員は100分の250）の範囲で決定。
業績が極めて顕著な場合は、基礎額の100分の500の範囲内で決定することができる。

									ウ	平成 20 年度における給与制度の主な改正点
　　　　・第 2期中期計画における総人件費削減への取り組みを引き続き実施
															（平成 18 年度から平成 22 年度までの 5年間で 5	％削減）
　										・定期昇給幅の抑制（平成 22 年度までの普通定期昇給を 1号俸抑制）	

	〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

注1：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入している。
注2：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　		退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
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②	年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

注：職員とは、Ⅱ 2③にあるとおり、主に 1級の事務・技術職員である。

分布状況を示す
グループ 人員 平均年齢 四分位 平均 四分位

第1分位 第3分位
代表的職位	 人 歳 千円 千円 千円

・主幹・室長代理 121 49.6	 7,646 7,899 8,161
・職員注 87	 29.0	 3,896	 4,095	 4,244	

分布状況を示す
グループ 人員 平均年齢 四分位 平均 四分位

第1分位 第3分位
代表的職位 人 歳 千円 千円 千円

・主任研究員（リーダークラス） 308	 47.9	 9,862	 10,820 11,779
・主任研究員 892	 47.1	 8,675	 9,545	 10,130	
・研究員 359	 37.9	 6,627	 7,031	 7,587	

（事務・技術職員） （研究職員）

人数
平均給与額
第３四分位
国の平均給与額
第１四分位
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年間給与の分布状況（事務・技術職員） 年間給与の分布状況（研究職員）
人

区　分 人員 平均
年齢

平成20年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内

うち
通勤手当

うち
賞与

常勤職員注1 人 歳 千円 千円 千円 千円

2,443 45.7	 9,146	 6,681 90	 2,465	
事務・技術

人 歳 千円 千円 千円 千円

567	 43.3	 7,160	 5,156	 116 2,004
研究職種

人 歳 千円 千円 千円 千円

1,866 46.4	 9,763 7,155 82 2,608
その他医療職種注2

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 50.0	 6,627 4,694 55	 1,933
技能・労務職種注3

人 歳 千円 千円 千円 千円

4	 58.8 6,314 4,524 85	 1,790

在外職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

任期付職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

251 37.4 8,021 5,863 101 2,158

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 50.5 9,820 7,179 361 2,641

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

247 37.2 7,992 5,842	 97	 2,150	

注 1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注 2：その他医療職種の業務内容は看護師である。
注 3：技能・労務職員の業務内容は、技能が運転手、労務が守衛である。
注 4：区分中の職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育
								職種（高等専門学校教員）については、該当者がないため記載を省略した。

区　分 人員 平均
年齢

平成20年度の年間給与額（平均）
うち所定内

うち
通勤手当

うち
賞与

再任用職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし 	 	 	 	
事務・技術

人 歳 千円 千円 千円 千円
該当なし

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし 	 	 	 	

非常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,139 41.7 3,470	 3,470	 89	 0	

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

861 43.0 3,035 3,035 95 0

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

275 37.7 4,839	 4,839	 68	 0	

その他医療職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 43.2 2,769 2,769 66 0

　		2	. 職員給与の支給状況
						①		職種別支給状況

                    

千円	 千円
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③職級別在職状況等（平成21年4月1日現在）（事務・技術職員／研究職員）

区分 計 5級 4級 3級 2級 1級

標準的な職位 部門長 部長
室長

室長代理
主幹
主査

事務マネージャー

主査
事務マネージャー 職員

人員
（割合）

人 人 人 人 人 人

567 13 68 262 146 78
（2.3	%） （12.0	%） （46.2	%） （25.7	%） （13.8	%）

年齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳

57 ～ 47 59 ～ 41 59 ～ 39 54 ～ 30 34 ～ 25
所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円

10,304 ～ 8,187 8,988 ～ 6,373 7,046 ～ 4,267 5,063 ～ 3,018 3,576 ～ 2,422
年間給与額

（最高～最低）
千円 千円 千円 千円 千円

14,102 ～ 11,163 12,066 ～ 8,721 9,629 ～ 5,988 7,092 ～ 4,255 4,835 ～ 3,421

区分 計 5級 4級 3級 2級 1級

標準的な職位 研究ユニット長
副研究ユニット長

研究グループ長	
研究チーム長
主任研究員

主任研究員
研究員 研究員 研究員補

人員
（割合）

人 人 人 人 人 人

1,866 706 640 446 74
（37.8	%） （34.3	%） （23.9	%） （4.0	%）

年齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳

59 ～ 38 59 ～ 36 59 ～ 32 55 ～ 26
所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円

13,889 ～ 6,632 8,075 ～ 5,366 7,169 ～ 4,025 5,178 ～ 3,167
年間給与額

（最高～最低）
千円 千円 千円 千円 千円

16,966 ～ 9,152 10,983 ～ 7,512 9,624 ～ 5,732 7,112 ～ 4,464

（事務・技術職員）

（研究職員）

④	賞与（平成20年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分 夏季（6月） 冬季（12月） 計

管
理
職
員

一律支給分	（期末相当）
％ ％ ％

57.2 61.1 59.3
査定支給分	（勤勉相当）

％ ％ ％

42.8 38.9 40.7
最高～最低

％ ％ ％

48.6 ～ 33.0 43.7 ～ 29.2 46.0 ～ 31.5

一
般
職
員

一律支給分	（期末相当）
％ ％ ％

66.0 69.1 67.6
査定支給分	（勤勉相当） ％ ％ ％

34.0 30.9 32.4
最高～最低

％ ％ ％

41.6 ～ 25.8 38.3 ～ 13.7 39.9 ～ 24.1

（事務・技術職員）

区分 夏季（6月） 冬季（12月） 計

管
理
職
員

一律支給分	（期末相当）
％ ％ ％

57.9 61.7 59.9
査定支給分	（勤勉相当） ％ ％ ％

42.1 38.3 40.1
最高～最低

％ ％ ％

53.4 ～ 31.0 49.2 ～ 27.4 51.2 ～ 29.5

一
般
職
員

一律支給分	（期末相当）
％ ％ ％

65.7 68.8 67.3
査定支給分	（勤勉相当） ％ ％ ％

34.3 31.2 32.7
最高～最低

％ ％ ％

52.5 ～ 26.8 48.6 ～ 24.3 50.5 ～ 25.5

（研究職員）

⑤	職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標

		（事務・技術職員）			　対国家公務員（行政職（一））104.7					　対他法人（事務・技術職員）97.9
		（研究職員）												　対国家公務員（研究職）									104.6								対他法人（研究職員）　　　104.1
					注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場
											合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を 100 として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出。

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　104.7

参考
地域勘案　　　　　　	104.1
学歴勘案　　　　　　	106.7
地域・学歴勘案　　				104.9

給与水準の比較指標について参考となる事項
			〇事務・技術職員

※任期付き職員を除く。
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国に比べて給与水準が高く
なっている定量的な理由

　国家公務員は全国に勤務する職員に対して地域に応じた地域手当が支給（0～16	％）されており、給与に反映されている。これに
よって国家公務員においては地域によって給与額の差額が生じていると考えられる。
　これら各地域における年齢と給与支給額を勘案し比較をしたものが地域勘案となっていると考えられ、産総研の指数は104.1と
なっており勤務地の違いによっても対国家公務員給与指数に影響があることが分かる。
　産総研では国家公務員と同様な地域手当を設けておらず、全国展開する組織の中で地域拠点間での異動を考慮し、各地域の給与
水準を同水準にしていること等によるものが対国家公務員指数を高くしている要因と考えられる。
　
　産総研において全国同水準としている給与水準を国家公務員の地域手当支給の考え方に基づき（各地域に勤務する産総研職員の平
成20年度給与実績のうち職責手当相当割合（20	％）について、地域手当を導入したと仮定して各地域における地域手当見合い分（0～
16	％）について給与水準を引き下げた）試算を行ったところ産総研の対国家公務員指数は103.1となった。

　これにより産総研においては全国同一の給与水準としていることが対国家公務員指数を高くしているといえるが、国家公務員が
一定地域内による採用を原則としていること（国家公務員Ⅱ種、Ⅲ種採用職員について、各行政地域に採用された職員は原則各行政
地域内の採用となる。）に対して、産総研職員は全国に展開する全地域間の異動を原則としており、これらの処遇の違い等を勘案す
ると産総研の給与水準は適正なものであると考えられる。

　上記のほか近年では、高学歴者の新規採用が若年層の給与水準を押し上げていることも指数を高める一因となっていると思われ
る。

給与水準の適切性の検証

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　81.1	％
		（国からの財政支出額　71,372 百万円、支出予算の総額　87,981 百万円：平成 20 年度予算）

【検証結果】
　産総研は基礎研究を社会へつなぐ役割を担っており、即時に利益の上がらない中長期的な研究開発や地質調査、国家の計量標準
等の民間では行うことができない事業を行っているため、上記の国の財政支出規模は妥当であると考えられる。また、第 2期中期
計画において財政支出における運営費交付金を充当して行う事業については新規に追加されるものや拡充分は除外した上で、一般
管理費について毎年度、平均で前年度比3	％以上の削減を達成することとしている。一般管理費を除いた業務経費については毎年度、
平均で前年度比 1	％以上の効率化を達成することとしている。
　国からの財政支出規模が大きいことから、行革推進法、行政改革の重要方針（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）による人件費削減
の取り組みをはじめとして引き続き職員の給与水準の適正化について取り組んでまいりたい。さらに、自助努力として、特許等の
知財収入や共同研究などによる外部資金の獲得の努力を行うことにより自己資金の増加を図っていく。

【累積欠損額について】
　累積欠損額	0 円（平成 19 年度決算）

【検証結果】
　産総研では、これまでの決算において繰越欠損金を計上していない。

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】
　28.1	％※（平成 20 年度決算報告書支出決算金額に対する給与、報酬等支出総額の割合）

【検証結果】
　昨年度は（平成 19 年度）の割合は 29.5	％であり、総人件費削減の取り組みによって支出総額に占める割合が減少している。割
合の減少は支出総額の増加も一因と考えられるが、昨年度の支出総額を元に試算しても 28.9	％となることから、総人件費削減の取
り組みの成果であり、引き続き削減を進めていく。

【管理職の割合】
　20.1	％（567 名中 114 名が管理職相当。）

【検証結果】
　産総研は管理職という明確な基準がなく、産総研給与規程における職責手当の格付けで管理職相当とみなす者を整理している。
そのため 20.1	％は便宜的に算出した数値となる。他方、国家公務員における管理職の基準を適用し、平成 21 年 4 月 1 日時点の割
合を試算すると 14.1	％となり、国家公務員平均と同水準となることから適正と判断することができる。

【大卒以上の高学歴者の割合】
　15.5	％（567 名中 88 名が大卒以上。）　
　
【検証結果】
　大卒以上の高学歴者の割合は 15.5	％となっているが、このうち半数以上は 35 歳以下の若年者となっており若手職員に高学歴の
者が増加している。さらに近年では国家公務員Ⅰ種相当の職員の採用が増加していることによって対国家公務員指数を高くしてい
る要因のひとつとも考えられる。
	
Ｉ種相当職員採用の推移（割合 /人数）	

講ずる措置

＜平成 22 年に見込まれる対国家公務員指数＞
○年齢　103.7
○年齢 +地域 +学歴　102.2

＜具体的な改善策＞
1.「行革推進法第 53 条」及び「行政改革の重要方針（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）」に基づき、第 2期中期計画における総人件
費削減への取組みを引き続き行う。
2. 定期昇給幅の抑制を行う。（平成 22 年度までの普通昇給号俸数について 1号俸抑制する）

	〇研究職員

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　104.6

参考
地域勘案　　　　　　	106.4
学歴勘案　　　　　　	105.0
地域・学歴勘案　　				106.5

産総研 国家公務員
（Ⅰ種、Ⅱ種のうちⅠ種職員合格者）

平成 17 年度 75	% / 8 名 24.0	% / 1,674 名
平成 18 年度 100	% / 16 名 28.5	% / 1,592 名
平成 19 年度 100	% / 6 名 24.4	% / 1,581 名
平成 20 年度 100	% / 15 名 22.6	% / 1,545 名
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Ⅲ	. 総人件費について
　総人件費について参考となる事項
・給与・報酬等支給総額増減要因
　第 2期中期計画において財政支出における
運営費交付金を充当して行う事業については
新規に追加されるものや充当分は除外した上
で、一般管理費について毎年度、平均で前年
度比 3	％以上の削減を達成することとしてお
り、一般管理費を除いた業務経費については
毎年度、平均で前年度比 1	％以上の効率化を
達成することとしている。さらに、国家公務
員の総人件費改革を踏まえ、新規採用職員の
抑制を図る等人件費削減の取り組みを行って
いることによるもの。
・最広義の人件費の増加要因
　「退職手当支給額」については定年退職者
数が増加したこと、また「非常勤役職員等給与」については、第 2期中期目標期間におけるミッション達成のため契約職員が増加していることによるもの。
・行革推進法、行政改革の重要方針（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）による人件費削減の取組の状況
1. 人件費削減のための方式
　	5 年間で 5	％以上の人件費削減（削減率：5	％）、但し、平成 17 年度（競争的研究資金による職員にかかる人件費を除く給与、報酬等支給総額
29,336,933 千円）を基準としている。
　第 2期中期目標期間（平成 17 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日）においては、4年間で 4	％以上の人件費を削減する。
2. 人件費削減の取り組みの進捗状況

国に比べて給与水準が高く
なっている定量的な理由

　研究職員の対国家公務員指数の高さは、高いレベルの研究成果を生み出すために高学歴の研究者を採用していることが主たる理由であり、そ
の定量的な理由は以下の要因によるものと考えられる。
①職級別人員分布（平成20年度国家公務員給与等実態調査等）
　以下のとおり、国家公務員（研究職）と比較して全体的に平均年齢が低い上に、職級別の人員が上位に分布していることが分かる。主に学歴の
高さによることが要因として考えられ、給与水準の高さに反映していると思われる。	

　これらのことにより産総研は、国家公務員に比べ上位級に職員の割合が高くなっていることが分かる。これらの結果を検証するために国家公
務員の研究職俸給表における平均値を算出すると以下のとおり。
1級（234,474）、2級（294,001）、3級（358,833）、4級（400,322）、5級（482,989）、6級（560,081）
これらの値について、産総研の級別人員分布、国家公務員の級別人員分布を基に俸給の平均値を計算すると以下のとおりとなる。
A：産総研の級別人員分布を基に計算　　			417,466
B：国家公務員の級別人員分布を基に計算　392,879
A÷B＝106.3
　すなわち、産総研は国家公務員に対し、年齢に比較して上位級にある者が多いことに起因して対国家公務員指数が高くなっていると考えられ
るが、産総研における昇級については適正な評価（長期評価）を実施しており給与水準は適正なものであると考えられる。特に、社会へのより良
いアウトプットを求められる研究者にとっては意欲向上や研究パフォーマンス向上のため適正な評価に基づく給与制度が必要であることから
給与水準は適正なものである。　
（参考）研究職員における博士号取得者の割合　　　平成20年4月1日現在　81.9	％

給与水準の適切性の検証

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　81.1	％
（国からの財政支出額　71,372 百万円、支出予算の総額　87,981 百万円：平成 20 年度予算）
【検証結果】
　産総研は基礎研究を社会へつなぐ役割を担っており、即時に利益の上がらない中長期的な研究開発や地質調査、国家の計量標準等の民間では
行うことができない事業を行っているため、上記の国の財政支出規模は妥当であると考えられる。また、第2期中期計画において財政支出にお
ける運営費交付金を充当して行う事業については新規に追加されるものや拡充分は除外した上で、一般管理費について毎年度、平均で前年度比
3	％以上の削減を達成することとしている。一般管理費を除いた業務経費については毎年度、平均で前年度比1	％以上の効率化を達成すること
としている。
　国からの財政支出規模が大きいことから、行革推進法、行政改革の重要方針（平成17年 12月 24日閣議決定）による人件費削減の取り組み
をはじめとして引き続き職員の給与水準の適正化について取り組んでまいりたい。さらに、自助努力として、特許等の知財収入や共同研究など
による外部資金の獲得の努力を行うことにより自己資金の増加を図っていく。
【累積欠損額について】累積欠損額	0円（平成 19年度決算）
【検証結果】　産総研では、これまでの決算において繰越欠損金を計上していない。
【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】　28.1	％※（平成 20年度決算報告書支出決算金額に対する給与、報酬等支出総額の割合）
【検証結果】
　昨年度は（平成19年度）の割合は 29.5	％であり、総人件費削減の取り組みによって支出総額に占める割合が減少している。割合の減少は支
出総額の増加も一因と考えられるが、昨年度の支出総額を元に試算しても28.9	％となることから、総人件費削減の取り組みの成果であり、引
き続き削減を進めていく。
【管理職の割合】33.0	％（1,866 名中 615名）
【検証結果】
　産総研は管理職という明確な基準がなく、産総研給与規程における職責手当の格付けで管理職相当とみなす者を整理している。そのため33.0	
％は便宜的に算出した数値となる。任期付研究員も含めると30.1	％（2,113 名中 636名）が管理職相当となる。管理職相当の者の割合が高いのは、
職員数が減少傾向にある中、高度な技術や能力を必要とする職位・職級者の果たすべき役割が増大していることによるものである。
【大卒以上の高学歴者の割合】95.7	％（1,866 名中 1,785 名が大卒以上。）　　
【検証結果】
　研究職員については、高いレベルの研究成果を生み出すために高学歴の研究者を採用している。修士・博士修了者の割合を見ると、産総研に
おいては91.7	％（1,866 名中 1,712 名）となっており、国家公務員の研究職における70.3	％と比べて高い。

講ずる措置

＜平成22年に見込まれる対国家公務員指数＞
　事務・技術職員と同水準を見込む。
＜具体的な改善策＞
1.「行革推進法第 53条」及び「行政改革の重要方針（平成17年 12月 24日閣議決定）」に基づき、第 2期中期計画における総人件費削減への
　取組み（平成21年度までの 4年間で対 17年度比 4	％以上の人件費を削減することを目標としている。）
2. 定期昇給幅の抑制を行う。（平成 22年度までの普通昇給号俸数について 1号俸抑制する）

年度 基準年度
（平成17年度） 平成18年度 平成19年度 平成20年度

給与、報酬等支給総額（千円） 29,336,933 29,147,588 28,884,206 28,366,757

人件費削減率（％） △	0.6 △	1.5 △	3.3

人件費削減率（補正値）注1（％） △	0.6 △	2.2 △	4.0

注 1：「人件費削減率（補正値）とは、「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日
閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除
いた削減率のことである。							

注 2：産総研においては、行政改革の重要方針による人件費削減の取り組みにおいて
平成 17 年度基準額より受託研究若しくは共同研究等のための民間からの外部資金
により雇用される任期付き職員を削減対象人件費の範囲から除いている。

Ⅳ .	法人が必要と認める事項
　　特になし。

区　　分 当年度
（平成20年度）

前年度
（平成19年度） 比較増△減 中期目標期間開始時

（平成17年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
（A）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

28,697,182 29,303,466 △	606,284 （△	2.1）△	897,519 （△	3.0）
退職手当支給額

（B）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

2,972,103 2,915,660 56,443 （1.9） 698,663 （30.7）
非常勤役職員等給与

（C）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

9,586,622 9,770,892 △	184,270 （△	1.9） 473,877 （5.2）
福利厚生費

（D）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

4,352,509 4,363,665 △	11,156 （△	0.3） 112,629 （2.7）
最広義人件費

（A+B+C+D）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

45,608,416 46,353,683 △	745,267 （△	1.6） 387,650 （0.9）

総人件費改革の取組状況

＜職級別人員分布：人（％）＞　　
1級 2級 3級 4級 5級 6級

産　総　研 0（0） 74（4.0） 446（23.9） 640（34.3） 706（37.8） -
国家公務員 17（1.0） 340（20.2） 418（24.9） 376（22.4） 528（31.4） 1（0.1）
＜職級別平均年齢：歳＞　　

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級
産　総　研 - 34.5 41.7 45.1 51.8 -
国家公務員 27.2 35.2 41.9 46.7 52.4 50.5
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　研究職員の対国家公務員指数の高さは、高いレベルの研究成果を生み出すために高学歴の研究者を採用していることが主たる理由であり、そ
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「科学情報の活用に関するワークショップ」 開催報告　
計量書誌学は論文の価値を評価する

1 つの方法として広く知られていまし
たが、近年では、こうした客観的な分
析結果を研究者個人や研究機関を評価
する指標として使おうという動きが出
てきました。国の政策にも、研究成果
を客観的に評価し、公的研究資金の配
分に直結させようという方向が現れて
きています。

産総研評価部では 6 月 1 日に、今後
の評価システム構築の参考とするた
め、最近の計量書誌学の動向につい
て、当分野において著名なトムソン・
ロイター 宮入 暢子氏、エルゼビア・
ジャパン株式会社 清水 毅志氏、国立

情報学研究所 根岸 正光氏、科学技術
政策研究所 阪 彩香氏、独立行政法人 
物質・材料研究機構 谷藤 幹子氏につ
くばセンター共用講堂でそれぞれご講
演いただきました。さらにこれに合わ
せて、ホワイエにおいて独立行政法人 
物質・材料研究機構と産総研地質調査
情報センター提供によるデジタルレポ
ジトリー、デジタルアーカイブに関す
る企画展示、エルゼビア・ジャパン株
式会社とトムソン・ロイター提供によ
る最新の科学論文データベースのトラ
イアルを実施いたしました。

パネル討論では研究評価における評
価指標のあり方をテーマとして、ビブ

リオメトリックス指標の留意点、多様
な評価軸、独自の評価指標の開発など
の視点で討論しました。

当日は産総研から 104 名、外部から
140 名の参加があり、ほかの独法研究
機関や大学で評価や経営に携わる参加
者も多く、計量書誌学についての関心
の高さがうかがわれました。

湯浅新治 スピントロニクス研究グループ長が「井上春
は る し げ

成賞」を受賞
エレクトロニクス研究部門 スピン

トロニクス研究グループ 研究グルー
プ長 湯浅 新治氏は、2009 年 7 月 15
日に井上春成賞委員会（独立行政法
人 科学技術振興機構）より第 34 回井
上春成賞を受賞しました。井上春成賞
は、大学や研究機関などの独創的な研
究成果で、企業化した技術（販売実績
があるもの）に対して毎年 2 件授与さ
れます。今回の受賞技術は「酸化マグ
ネシウム系トンネル磁気抵抗素子及び

その量産技術」で、企業化開発を実施
したキヤノンアネルバ株式会社 市川 
潤二 代表取締役会長兼社長と共に受
賞しました。

湯浅氏は酸化マグネシウム（MgO）
をトンネル絶縁層に用いたトンネル
磁気抵抗素子（MTJ 素子）を開発し、
従来技術の 2 倍を超える画期的な高
性能を実現しました。さらに、キヤ
ノンアネルバ株式会社と共同で MgO-
MTJ 素子の量産技術の開発に取り組

み、アモルファス層の上に結晶層を
成長させる独創的な手法により MgO-
MTJ 素子の産業応用を可能にしまし
た。MgO-MTJ 素子を用いたハード
ディスクドライブ（HDD）磁気ヘッ
ドは 2007 年から製品化され、現在生
産されている HDD のほぼ全てに搭載
され、世界をリードする HDD の大容
量化に貢献しています。

つくば 6 研究機関男女共同参画合同シンポジウム
「好奇心が開くつくば発共同参画文化の扉」を開催

日時：平成21年9月8日（火）13:00～ 16:50
会場：つくば国際会議場（茨城県つくば市竹園2-20-3）
問い合わせ先：産総研・男女共同参画室（gendereq-web@m.aist.go.jp）
参加申し込みはHPから： http://www.zencom-inc.co.jp/tsukuba_6kikan_symposium/
開催内容：
・特別講演I   神田 紅（講談師）「伝統社会に女性が進出する時」
・特別講演II　小川 美奈（ （独）宇宙航空研究開発機構）「『かぐや』の月への旅路を支えたJAXA男女共同参画の意識」
・パネルディスカッション「つくば６研究機関の長、男女共同参画ビジョンを語る」

文部科学省科学技術振興調整費「女
性研究者支援モデル育成」事業を実
施し、つくば市に拠点を置く 6 研究
機関（物質・材料研究機構、森林総
合研究所、産業技術総合研究所、筑
波大学、農業・食品産業技術総合研

究機構、農業環境技術研究所）が、
科学技術分野における男女共同参画
社会の推進に貢献するため、合同シ
ンポジウムを開催します。これから
の男女共同参画社会のあり方と多様
性の受容に基盤をおいた、女性研究

者の活躍促進と研究機関の活性化に
ついて議論し、世界に開かれた研究
学園都市「つくば」より、6 研究機関
の長による共同宣言を発表します。

パネルディスカッション
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第 8 回産学官連携推進会議報告
6 月 20、21 日に国立京都国際会館

にて第 8 回産学官連携推進会議（内閣
府主催、産総研共催）が開催され、昨
年度を上回る 4,530 人の参加がありま
した。野田 聖子内閣府特命担当大臣
の基調講演で幕を開け、特別講演、
分科会などでの積極的な議論を通して
オープンイノベーション型の産学官連
携について知見を深め、環境や資源の
制約を新たな成長の糧とするよう認識
を共有しました。

産学官連携活動における成功事例に
与えられる第 7 回産学官連携功労者表
彰では、産総研は「科学技術政策担当
大臣賞」・「経済産業大臣賞」・「日本経
済団体連合会会長賞」・「日本学術会議
会長賞」の 4 件の受賞にかかわりまし

た。受賞ブースには野田大臣、麻生福
岡県知事など要人を含む多方面からの
視察があり、産総研の技術水準および
産学官連携構築スキームの質の高さを
広く示すことができました。

また、産総研の産学官連携による
主な研究成果として、メインブースに
て「有害化学物質フリー革新的塗装プ
ロセス」・「医薬製剤原料生産のための
密閉型組換え植物工場」を、一般ブー
スにて「マグネシウム合金部材の実用
化」・「携帯電話アプリケーションソフ
トによる精神的疲労計測システム」・
「情報漏えいやフィッシング詐欺など
に耐性のある次世代認証方式」・「粘土
膜『クレースト』の応用展開」・「流路
型 QCM とバイオインターフェイスに

よる高感度バイオセンサ」・「ユーザ指
向ロボットオープンアーキテクチャ」
を、さらに若手研究者による科学技術
説明会では 2 件を展示し、多分野にお
ける第一級の連携成果・研究成果の紹
介を行う機会を得て産学官連携の更な
る促進・深化の契機となりました。

「産学官連携功労者表彰」表彰式の様子

6 月 4 日に産総研産業変革イニシア
ティブ『 SiC デバイス量産試作研究お
よびシステム応用実証』プロジェクト
の発足会を秋葉原ダイビルにて行いま
した。このプロジェクトでは富士電機
アドバンストテクノロジー株式会社を
中心とする企業と人材移籍を伴う大規
模な連携を行うことが特徴です。同発
足会では、産総研 野間口理事長、富
士電機ホールディングス株式会社 伊

産業変革研究イニシアティブ『SiC デバイス量産試作研究およびシステム応用実証』
プロジェクト発足会の開催

藤代表取締役社長の挨拶に始まり、産
総研 伊藤理事による趣旨説明、産総
研 エネルギー半導体エレクトロニク
ス研究ラボ 奥村ラボ長から共同研究
内容の説明、連携企業からパワーデバ
イスの今後の展開について講演があり
ました。今後は、この共同研究を通し
て、SiC デバイスを用いたインバータ
の実用化を促進し、将来にわたる電力
の省エネルギー化を目指します。

 
 	
挨拶する伊藤	富士電機ホールディングス株式
会社代表取締役社長 (左 )、野間口	産総研理
事長 (右 )

イベントの詳細と最新情報は、産総研のウェブサイト（イベント・講演会情報）に掲載しています
　http://www.aist.go.jp/

7月10日現在

イベントの詳細と最新情報は、産総研のウェブサイト（イベント・講演会情報）に掲載しています

EVENT Calender
8 August 

開催地 問い合わせ先件名

● は、産総研内の事務局です。

 1日 産総研一般公開（中部センター） 名古屋	 052-736-7063	 ●	

	 4日 産総研一般公開（関西センター 尼崎） 尼崎 072-751-9606 ● 

 4日〜5日 超高速フォトニックテクノロジー国際シンポジウム 仙台 022-217-5525  

 21日 産総研一般公開（四国センター） 香川 087-869-3530	 ●

	 22日 産総研一般公開（東北センター） 仙台 022-237-5218 ●	

	 	 	 	 	 	 	

 8日 つくば6研究機関男女共同参画合同シンポジウム「好奇心が開くつくば発共同参画文化の扉」 つくば 029-862-6418 ●	

 13日〜18日 イオンビームによる材料表面改質に関する国際会議SMMIB 東京 048-585-6851  

       

 3日 産総研一般公開（九州センター） 鳥栖 0942-81-3606 ●	

	 15日〜16日 産総研オープンラボ つくば 03-5501-0844 ●

期間

2009年8月　　2009年10月

9 September 

10 October 
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表紙
上：可搬型ガスサンプリング装置（p. 15）
下：「産学官連携功労者表彰」表彰式の様子（p.31）

気体分離実験の様子

持続発展可能な化学プロセスを実現するためには、「反応プロセス」の高効率化はもち
ろん重要ですが、「分離プロセス」の省エネルギー化も欠かすことのできない課題です。「膜
分離」は、いわゆる「ろ過」のように膜を通して物質を濾

こ

し分ける手法で、主に圧力差によっ
て物質を分離するため、蒸留法などと比較して、省エネルギー性が高く、操作が簡便で
あるという特徴があり、高効率分離技術として注目されています。膜分離プロセスグルー
プでは、特に分離の難易度の高い、分子サイズの気体や液体を分離するための高性能分
離膜の開発と、その分離膜を用いた高効率な分離プロセスの構築を目指して研究を行っ
ています。

分離プロセスの省エネルギー化に向けた高機能膜の開発
環境化学技術研究部門　膜分離プロセスグループ　吉

よしむね

宗 美
み き

紀（つくばセンター）

吉宗さんからひとこと
近年、膜技術が大きく発展したことで、浄水器用のろ過膜や透析膜、海水を真水に変

える逆浸透膜など、分離膜が身近なものになってきました。現在市販されている分離膜
のほとんどは有機高分子を用いたものですが、私はカーボンを素材とする分離膜を用い
て、水素や二酸化炭素などを分離する技術の開発に取り組んでいます。開発したカーボ
ン膜を実用化するためには、性能のほかにコストや量産化などの課題があります。カー
ボン膜が皆さんの身近な存在として普及し、環境負荷の低減に貢献できるように研究を
進めていきたいと考えています。
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